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Abstract 

A simple method for estimating the total amount of S02 exhausted from engines of ships in 

harbor and bay areas is shown. The main features of the present method are in its macroscopic 

way of approach, i.e., (1) the determination of effective unloading-time length from the work 

done by the cargo-oil pumps and the amount of the cargo-oil, (2) the wide use of statistical (or 

macroscopic) data on ships, and (3) the compilation of complicated (or microscopic) data released 

from relevant authorities etc. 

A summary of a survey on atmospheric diffusion theories is also shown for the purpose of 

application to the diffusion analysis of ship exhaust gas. 

The results of an application of the present method to the harbor of Yokohama and the bay 

of Tokyo are summarized as follows: 

(1) Predominant portion (about 90%) of the total environmental concentration of S02 exhausted 

from ships are due to the ships in the harbor, 

(2) The contribution of the ships entering and leaving the port is small (at most 4%), 

(3) The contribution of the ships in the class of 10,000-29,999 G.T. is relatively large (about 

30%), 

(4) The environmental concentration due to ships were estimated to be several ppb's. 

Referring to the interpretation of the above-shown numerical results, it is added that 

further studies such as an error estimation are needed in order to give a clear and final meaning 

to them. At the present stage of the study, the above results have a meaning in offering new refer-

ence data obtained by a different method from the others applied up to date. 
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1．緒 言

SOx（硫黄酸化物）や NOx（窒素酸化物）などによ

る汚染質の環境濃度は， 1960年代に深刻なレベルに達

したが，その後，大気汚染防止法や地方自治体条例によ

る規制と発生源側の対策の強化が進むにつれて，年々

減少してきた。しかし，横浜や川崎などのように大盤

の汚染源を有する大都市では，なお，環境基準に適合

しない地域が残されていたため，大気汚染防止法の改

正に伴い，総量規制基準及び燃料規制基準が適用され

（昭和51年4月1日），規正強化の方向が打出された。

こうした推移の中で，神奈川県は，電子計算機を用

いた大気汚染のシミュレーションを行う一方，それま

で対象とされていなかった移動発生源であるところ
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の船舶についても実態調査を行った。そして，工場や

自動車などの陸上発生源に対する規制の効果が既に顕

著に現われてきた情況下では，船舶の寄与率（環境濃

度の中に船舶排ガスの占める割合）が相対的に増して

きて，注目すべき値になってきたことを報告した1),3)

（昭和 51,52年）。

他方，これより先，運輸省船舶局では，船舶排ガス

間題をいち早く販上げて，東京湾とその周辺を対象と

する実態調査を試み，第 1次の調査報告として，調査・

解析の手法の先駆となる例を示した2) （昭和 49年）。

船舶排ガスに関する調査報告書として今日までに公

表されているもので，比較的に詳しいものは，上述の

3例のみである。これらの報告書で用いている手法の

特徴は，主機，補機の台数，負荷率，稼動時間等の細

かいデータを集め， S02の排出鼠を積上げて行く所に

ある。しかしながら，この種の調査においては，方法

論的には理想的なものであっても，それに見合う十分

なデータを得ることの難しさとデータ補完・処理の実

際面での曖昧さとを伴うものであり，両者が複雑に絡

み合って誤差の評価が非常に難しくなる。

そこで，本報では，改めて出発点に立戻り，方法論

的にはプリミティブではあるが，巨視的な平均鼠に基

づいて排出量を評価する一手法を示す。記述の仕方

は，計算式や仮定に由来する誤差が容易に調べられる

よう，やや詳細にわたるものとした。基礎とする資料

は，船舶の年間入港隻数の統計，船舶明細書のデータ

及び上述の 3報の基礎データとする。併せて，船舶及

び大気拡散に関する一般的知識の船舶への応用上の間

題点について調査考察した結果を整理して述べる。本

報の構成は，

S02排出量の評価法と煙突・排ガスとの考察 (2

~6章），

大気拡散解析手法の特徴と濃度評価の実際(7章），

環境濃度評価の試算例 (8章）

の3部からなり，内容的には第 1報として S02汚染

評価法のほぼ全般に亘るものとした。数値計算例は，

上述の 3つの報告によって比較的にデータの揃ってい

る東京湾とその周辺の港について行い，環境濃度評価

例は代表的な測定局である横浜市内の測定点を対象と

した。

2. 航路及び機関運転状態

東京湾内を航行する船舶の航路には，第 2海堡を通

って湾の内外を結ぶもの（港→湾口，湾口→港と略記）



航路{==格港ロニ清U

---―ー港二ご港
浦
賀 航路上の数字は 2港間距雌（マイル）．合盆／ 航路端の数キは第 2侮堡からの距離（マイル）
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と湾内の港と港とを結ぶもの（港ご港航路）とがある

（図ー1)。他方，船舶は入出港時には機関の負荷を変動

させるが，負荷変動させる区間と岸壁から港口までの

区間との対応は確定的なものではない。そこで本報で

は，航路を港ー湾口航路と港ー港航路に分けるととも

に，運転状態を航走時，入出港時および停泊時（荷役

時と非荷役時）の 3つの状態に分ける。本報では航路

上の船舶とは航走時の船舶を指すことにする。また，

タンカー（油槽船）は他の船種の船舶と比べて荷役時

の連転状態に特徴があるので他の船種から区別する。

タンカー以外の船舶は，以下では，貨物船と総称する

ことにする。

図ー1 東京湾を航行する船舶の航路のモデル（文

表ー1に船種別・船型別・運転状態別・主機別の稼動

主要機関，機器をまとめて示す。表ー1は文献1),2),4),5)

献1),2)をもとに作成。 1マイル＝1海児＝

1852 m) 

をもとに総トン数階級区切りを考慮して作成したもの

である。

(a) タンカーの場合

総トン数
航走 時

G.T. 
T 船|D 船

10万以上
主ボ 2缶補又

はボ主各ボ1缶， 

6万～10万 ” 
D(コT主有発機），， 排補ポ二

3万～ 6万 ” 

6千～ 3万
DD主発機，排，補エボコ， 

有

3千～ 6千 ” 

1千～ 3千
DD主発機，排補エボコ， 

無

1百～ 1千 D主機無，D発，
排エコ

(b) 貨物船の場合

D主機， D発，
3千以上 補ボ，排エコ

有

1千～ 3千 無補D主ボ機，排，Dエ発コ， 

1百～ 1千
D主機， D発，
排エコ無

表ー1 主要機関・機器の使用状況

入出港時

T 船|D 船
主ボ 2缶補又

はボ主各ボ1缶， 

” 
孟D(T主稼発動機），， 補排エボ
又は停

” 

稼DD主勁発機，叉排，は補停エボ止コ， 

” 
DD主発機，排，補エボコ， 

無

D主機無，D発，
排ニコ

D主ホ機排，はD停エ発止コ， 
稼補動，又

主機， D発，補
ボ，排エコ無

D主機， D発，
排エコ無

荷役

T 船|D 
時

船

主はボ各主ボボ21缶缶， 補又

” 
補ボ）（荷油ボ，
T発

” 
補D発ボ（荷油ボ），

補D発ボ（，荷D油主ポ機）， 

補ボ機，D発，
D主

D主機， D発

D発（荷役），
補ボ（雑用）

” 

D 発

非荷役時

T 船 ID 船

主ボ 1缶缶叉
は補ボ 1

” 補ボ (T発）

” 

補ボ， D発

” 

” 

D 発

補D発ボ （（雑照用明））， 

” 

D 発

（注） 一印；該当船無し， T; タービソ， D;ディーゼル，主ボ；主ボイラ，補ボ；補助ボイラ，発；発電

機， 荷油ボ；荷油ボンプ駆動用，排エコ有（無）；排ガスエコノマイザ有り（無し）， ＇9 ;上段の記載
事項と同じ。
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3. 航走時の船舶からの S02排出量

3.1 基礎式

ある航路の中で，長さ L(mile＝海里）のある区間

に着目する。この区間を通過する船舶の年間隻数を

NB隻，この区間を通過するまでの所要時間を TL(hr),

1日1隻当りの燃料油消費最を w (ton/day/隻）と書

く。この区間には毎時 NR/(365x 24)隻／hrの船が入

って来るので， dt (hr)の間に NRdt/(365x 24)隻の

船がこの区間に入って来る。他方，この区間内を航走

中の船の隻数を nLと書くと船の密度は nL/L,船の

速度は L/TLであるから， dt時間の間にこの区間か

ら出て行く船の隻数は (nL/L)(L/ T L)dt=(nL/T L)dtで

ある。定常状態では出入する隻数は相等しいから，

N針(365x 24)= nL/TL, すなわち， nL=NR訟 (365

x24)隻である。燃料消費鼠は w/24 (ton/hr／隻）であ

るから，この区間に存在する全船舶が毎時消費する燃

料油の総菫 WL(ton/hr)は，

WL=NR乃 w/(365x24x24) (1) 

で与えられる。

SOxは実質的には S02で，その比容積は 22.4Nm刃

64kgであるとする。重油のS（硫黄）分合有率を s%

と書くと，長さ L の区間で排出される SOxの総鼠

QLは，

QL=(WLX 10り・(2s/100)・22.4/64

=3.3x 10-5NR乃 ws (Nm3/hr) (2) 

で与えられる（上式で 2sの 2は S02の分子量を S

のそれの 2倍としたことによる）。

L=lマイルのときの TLを T,QLを Q（以下で

は，線湮源強度と呼ぶ）と書くと， Qは

Q=QL/L=3.3x 10-5NRTws (Nm3/hr/mile) 

(3) 

=2.2 x 10-3NRTws (kg/day/mile) (3)' 

で与えられる。往路と復路とを区別しない近似では，

往路・復路の合計線煙源強度 Q*は（3)式の Qの 2

倍である。

総トン数別，船種別の扱いをするときは，総トン数

階級について添字 jをつけてものように書くこと

とする。 (1)~ (3)'式及び以下に現れる諸式は，殆ど
の場合，派字 jが省略されていると解してよいもので

ある。

3.2 年間通過隻数

(1) ~ (3)'式の年間通過隻数 NRは，ある港に入出
港した船舶のうちで着目している航路を通った船舶の

(218) 

年間隻数であるから，その港への年間入港隻数 N と

沿目している航路をとる相対頻度（以下，航路選択比

と呼ぶ）が知れれば求められる。 N は港の統計年恨

（港湾管理所）から求められる。文献Dの結果との比較

ができるよう，文献1)の表 1-61に拠ることにすれば，

表ー18の第 2欄の通りである。航路選択比は文献2)の

表 V-18の航路別・港別船舶隻数表をもとにして，ぉ

よその値を推定できる。同表から直ちに表ー2を得，

港ー第 2海堡及び合計の 2欄から，港ー湾口航路をと

る航路選択比 Poutを得る。港ー港航路をとる航路選

択比は 1-Poutとなる。これを，さらに各港ー港航路

に分けるときの相対頻度 Pinter は， 表ー2 の（小計）

欄より上の欄のデータを用いて得られる。 Pout及び

Pinterの値を表ー3 に示す。

表ー2 航路別・港別船舶隻数

〗＼□ 横浜 l 川崎 l 東京 l 千葉 1木更津1 雷嵐
横須賀 14 1 2 2 2 7 

横 浜 106 117 104 65 257 

J 11 崎 108 127 161 142 235 

東 尽， 94 95 86 64 251 

千 未1...-9 9 91 133 103 28 296 

木更津 73 143 92 42 45 

（小計） 380 478 441 395 301 1,091 

第 2海堡 269 312 246 282 82 

合計 649 790 687 677 383 

（注） 昭和48年 10月29日から 31日までの 3日

間の集計 (100総トン以上）。文献叫こよる。

また，表ー3より， A港から B港に向う船舶と B港

からA港に向う船舶との隻数の比を求めると，表ー4の

ょうになり，比はほとんど 1に近い。これより，港ご

港航路では一方の港についての隻数が知れていれば，

他の港についての隻数はかなりよい精度で推定できる

といえよう（第2海堡→A港→B港→第2海堡という

ような複雑な経路を無視できるので）。

ところで，表ー2及び 3は，総トン数別のものでは

ない。一方，港ー港航路を航行する船舶は極く少ない

例外を除いて 3千総トン未満で，しかも 1千総トン未

満のものが圧倒的に多いことが知られている。このよ

うに，港ー港航路と港ー湾口航路とはトン数的に著し

い差違があるので，煙源強度の算出上，区別していく

必要がある。そこで，船舶を 1千総トン以上 (j::S:7)
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表ー3 ある港からある航路へ向う割合

（航路選択比）

(a) 湾口ヘ向う航路をとる割合： Pout

横浜 1川崎 1東京 1千葉 1木更津

o.41 I o.39 I o.35 I o.42 I 0.21 

(b) 港→港航路をとる割合（1-Pout)の内訳：

Pinter（ただし，合計を 1とする）

〗\＼~I横浜川綺 1東京 1 千葉 1 木更津
横須賀 0.04 

゜
0.01 0.01 0.01 

横 浜 0.22 0.27 0.26 0.22 

J 11 崎 0.28 0.29 0.40 0.47 

東 尽＇ 0.25 0.20 0.22 0.21 

千 茉9 r 0.24 0.28 0.23 0.09 

木更津 0.19 0.30 0.21 0.11 

合計 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 

表ー4 A港からB港に向う船舶と B港からA港に

向う船舶との隻数比

(A → B)/(B → A)  隻数比

（川崎→横浜）／（横浜→川崎） 0.98 

（東京 ” )/( ” 東京） 1 24 

（千築 ” )/( ” 千葉） 1 14 

（木更津 ” )/( ” 木更津） 0.89 

（東京→川崎）／（川綺→東京） 1.34 

（千築 ” )/( ” 千葉） 1.21 

（木更津 ” )/( ” 木更津） 1.00 

（千菜→東京）／（東京→千葉） 0.83 

（木更津 ” )/( ” 木更津） 0.69 

（木更津→千葉）／（千葉→木更津） 0.67 

のものと， 999総トソ以下 (jこ8)のものとの 2グル

ープに分け， 1千数トン以上の船はすべて港ー湾口航

路に，また， 999総トン以下の船舶は一部が港ー湾ロ

航路に，残りが港ー港航路に就くとする近似をする。

この 2ーグループ近似によれば， 1千総トン以上の船舶

に対して， Pout,j=lである。 999総トン以下の船舶に

対する Pout,jは，次のようにして求められる。表ー18-

(a)の Njの欄の合計を N,999総トソ以下の隻数

(j=8及 9の欄の合計）を N',N' のうちで第 2海

堡吋向う船の隻数を N'outと書くと， Pout,j= N'out/ N' 

= 1-(1-Pout)(N/N') で与えられる。 N/N' は表ー18

から容易に求められる。 Pout,jの値を表ー5に示す。

表ー5 港ー湾口航路への航路選択比 Pout,}

（総トン数 2グループ近似）

＼＼仕分法仕分法ー1の場合仕分法ー2の場合

港名¥¥¥＼ j三7 1 迄 8 年 6 | jこ7
横 浜 1.0 0.27 1. o 0.31 

J 11 綺 1.0 0.35 1. o 0.38 

東 凩， 1.0 0.20 1.o 0.24 

千 すーぷ9 上9ピ 1. o 0.34 1. o 0.39 

木 更 津 1.0 0.19 1. o 0.19 

（注） 仕分法ー1;1000総トソ以上と未満との 2

グループ

仕分法ー2;3000 II 

以上をまとめて，ある港に入港した船舶 Nj（隻／y)

のうちで，出港後，ある航路に入る隻数 NR,j（隻／y)

は

NR,j= 
{Pout,Nj （港→i弯口航路） （5） 

Pinter(l-Pout,j)Nj（港→港航路） （6) 

で与えられる。ただし， Nj,Pout,j及び Pinterは，そ

れぞれ，表ー18,5及び 3-(b)で与えられたものとす

る。なお， i恭字 jは総トン数階級を示す。

3.3 通過所要時間及び燃料消費量

次に，所要時間 Tは船速を v(knot)とかけば，

T=l/v (7) 

で与えられる。 V は船舶明細書4)から無作意に抽出し

たデータをグラフに描いた図ー2から平均的な籠とし

て求められる。総トン数 tの面数として表すと，

夕‘／カーの航走時の速力 v(knot); 

30 ひ＝13(I/ 104)0・08 
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(a) タンカ

V-=15.5 
（匡10り

讐鼻 9*‘”“"‘ 

105 

ロ 一般貨物船(GENERALCARGO) 

△ コンテナ船(CONTAINER)

＋ 旅客船(PASSEGER)

0 その他(oTHERS)+ 

干 共←ア
ひ＝15(t/10りO.I -(t~IO尋）
(t L. 10嶋）

105 

(b) 貨物船 (CARGOCARRIER) 

図—2 満載航海速力 V と総トン数 tとの関係

(219) 
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(b) CARGO CARRIER 

航走時の燃料消費盤 W と総トン数 tとの
関係

船舶の使用重油の用途と性状（表ー7参照）

文献叫こ拠る用途表

機 関 港湾内 外 洋

主ボイラ

補助ボイラ (3000トン以上）

(2999トン以下）

ディーゼル (5000トン以上）
主機 (4999トン以下）

ディーゼル発電機

C重油

C 

BまたはA

A 

A 

A 

C重油

C 

BまたはA

C 

BまたはA

A 

13Jbay(t/10りo.os, (t<lO)', 

v= ｛15.5Jbay, （t210)4, 
貨物船の航走時の速力 v(knot); 

15fbay(t/10り0・10, (t<lOり，（10)

v= {15fbay, （t210り・ (11) 

ただし， fbayは東京湾での‘‘湾内’'全力速力と船舶町

細書に記載されている満載航海速力との比（本報では

湾内減速係数とよぶ）である。 fbayは大型タンカーで

は0.8くらいといわれている。オイル・ショック以降

は，減速運転も実施されているので，この効果も合め

ると速力 Vでは更に小さくなるが，本報では，この議

論は第 2報に譲ることにし， S02排出盤を多めに評価

する意味で /bay=lとしておく。

航走時の 1隻当りの燃料消費鼠（主機，補機合計）

w (tan/day) も同じく船舶明細書のデータを用いて描

いた図ー3から，

26f8bay(t/10り°・75 (タンカー） （12) 

w= ｛23J3bay(t/10り°・75 （貨物船） （13) 

と求められる。但し，（13)式は，本報でいう広い意味

での貨物船からコンテナ船を除いた船舶について求め

た式である。同ー3-(b)から明らかのように，コンテナ

船を貨物船のカテゴリーに合めることには無理がある

わけであるが，航走時の排ガスの環境濃度への寄与は

小さい (8章参照）ので無視することにする。なお，

(12)式は回帰直線であるが，その相関係数は 0.94で

ある。

3.4 航走時の燃料重油のS分含有率

燃料油の S分含有率 S と油種については，文献叫こ

よれば， s=l.0(A-重油）， s=2.0(B-重油）， s=3.0

(C-重油）及び表-6-（a)のように報告されている。ま

た， JIS規格と対応させた資料としては，文献6)があ

り，表の形にまとめると表-6-（b)のようである。一

般に船舶においては，いろいろの性状の低質油が使わ

れていることからすると，舶用機関で実際に使用され

ている重油の S分含有率 S はやや高めの 1.3(A重

(b) 文献叫こ拠る用途及び性状表

`¥  
1 種

窯業，金
属製練 I 

2 種

3 種

硫黄含有
率s(%) ゜（注） 1種，

用

小型内燃機

中 型

5
 
．
 

i
/
 ー

内
一
燃

ー
＿
機

製
丁――

0.5 

岡
丁
ー

合 大一ー
2

型

2種，

内
丁―

2.5 

途

燃

ー
一
機
一
ー
3

1高発熱量
(kcal/kg)1比重 I予熱の要否

小容最
ボイラ

10,700 不要

中小容量
0.92 

ボイラ
10,soo I i 要

大中容量
0.96 

ボイラ 10,300 要

3 1.5 

3種は A, B, C重油に相当する。
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表ー7 本報の計算に用いる燃料重油s分合有率の
値と各種重油の用途表（表ー1,6参照）

(a) S分合有率 s(%) 

A 璽油

1.3 

B 重油

2.2 

(b) 各種重油の用途

タンカーの場合

総トン数 湾内入出

c重油
2.8 

非荷
荷役時

GT  航走時港時 ‘役時

10万以上 C C C C 

6万～10万 B B C C 

3千～ 6万 A A C C 

1千～ 3千 A A A+B A+B 

1百～ 1千 A A A A 

貨物船の場合

3千～10万 A I A ［釘 c

1千～ 3千 A I A ［侶 B

1百～ 1千 A I A I A I A 

（注） A+Bに対しては s=1.7。

〔 〕印はディーゼル機関に対して，

（ ）印は補助ボイラに対して。

油）， 2.2(B重油）， 2.8(C重油）ぐらいとするのが

妥当であろう（表ー7-(a)）。

総トン数別・運転状態別にみた使用重油の種類は

表ー6-(a) と表ー1との組合せで与えられるが，ここ

で，最も燃料消費鼠の多い機関・機器に着目しつつ，

紐合せを単純化すれば表ー7-(b)のようになる（第 4,

5欄については 5章 3節参照）。

3.5 煙源強度の計算式と数値計算例

総トソ数 tの函数として線煙源強度 Q を算出する

式を，（3),(7)~(13)式から求め，表ー8に示す。

表—8 航路の線煙源強度 Qの計算式

タンカーの場合 港ー港航路 港ー湾口航路

tj>103 Qt,1Pinter(l-Pout,J)NJSj 如 Pout,JNJSj

103<tjく104

゜
qぃNJSJ

10区；tJ

゜
qt,2NjSj 

貨物船の場合 港ー港航路 港ー湾口航路

tj<103 Qc,1Pinter(l-Pout,J)NJSj Qc,1Pout,JNjSj 

103三朽<104

゜
qC,1NjSj 

104~tj 

゜
qら2NjSj
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ただし， q(qt,t, qt,2, qa,1, qa,2の総称）は次式とする。

qt,1=6.7x 10—5I2bay(t』10り°・67'(14)

qc,2=5.6 X 10-5/2bay(!J/10り°・75'(15)

qa,1=5.1 X 10-5J2bay(l』10り°・65'(16)

qa,2=5.1 X 10-5/2bay(l』10り°・75. (17) 

また， tjは総トン数の階級値（総トン数 tを幾つかの

階級に分け，大きい方から j番目の階級の総トン数の

上限界と下限界とを幾何平均した値）である。 qは総

トン数 tjの船 1隻が 1マイル航走する間に排出する

S02の量（ただし S分合有率 s=l%）である。 /bay=l

としたときの qの値を表ー9に示す。

表ー9 航走時の船舶 1隻当り， 1マイル当りの

S02排出率 q(Nmりhr/mile/隻）

総トン数 平均総トソ qt q。
階級； J 数 t/104 （タンカー） （貨物船）

1 14.1 4.0 X 10-4 3.8 X 10→ 

2 7.8 2.6 ” 2.4 ” 
3 4.2 1.64 II 1. 53 " 

4 1. 73 8,4 X 10-5 7.8 X 10-5 

5 0.78 5.6 ” 4.3 ” 
6 0.42 3.8 ” 2.9 ” 
7 0.173 2.1 ” 1.63 " 
8 0.071 1.13 ” 

9.2 X 10-6 ， 0.022 5.2 X 10-6 4.3 ” 
（注） S分含有率 S は 1%として算出

航路の線煙源強度 Qjの値は， NJ,Pinter, Pout,}及

び qの値を，それぞれ，表ー18,3, 5及び 9から求

め， 表—8 の式に代入して算出される。横浜港ー湾ロ

航路の例を表ー10に示す。各港から第 2海堡までの航

路の全長にわたって排出される S02の総鼠 QLは QL

=LQ=L~Qi によって求められる。また，航路の往

路・復路についての排出 S02の合計 Q!は，十分な

精度で， Q!=2QLから算出される。結果を表ー11に

示す。なお，表ー10及び 11においては， S分合有率

Sを 1%としてある。 Lの値は図ー1によった。図ー1

は文献1)及び文献2)を参考にしてかいたものであるが，

これは，データのばらつきが大きい入出港時の運転モ

ードを考慮して作った一つのモデルである。したがっ

て，港湾管理上の港口と図ー1の航路の末端とは多少

のずれがある。本報では， 図ー1の航路上の船舶を航

走時の船舶として扱った。他方，末端から接岸までの

船舶は，入出港時の船舶として， 4章において扱う。

次に，港ー港航路における航路別線煙源強度 Q を

(221) 



48 

表ー10 横浜港ー湾口航路における線煙源強度

（総トン数別） lOOQ1(Q*(％）及び総

和 Q*＝4Qf (Nm8/hr/mile) 

総トン数
階級； J 

タンカー 貨物船

1 4.5 o.o 
2 16.5 0.4 

3 18.5 4.2 

4 13.6 39.5 

5 0.2 24.5 

6 1. 2 12.2 

7 29.6 9.8 

8 6.2 1.3 ， 9.7 8.1 

合 計 100.0 100.0 

Q*＝I: Qj 0.44 1.09 

（注） ＊は往復合計値を示す。

s分合有率 S は 1%として算出。
航路長は第 2海堡までとした。

表ー11 港ー湾口航路の線煙源強度 Q*及び航路

全長からの S02排出量 Q!

L I Q* I Q! Q*,Q!の内訳
（％） 

港名
Nm3/hr 

mile INi:{i:r 1Nm3/hr lkg/dayi ;ご貨物船/mile 

横浜 10 1. 53 15.3 1050 29 71 

川崎 11 0.83 9.1 620 58 42 

東京 20 0.61 12.2 840 13 87 

千葉 24 0.94 22.6 1550 52 48 

木更津 12 0.27 3.2 220 4 96 

合計 62.4 4280 

（注） L は各港から第2海堡までの航路全長，
＊は往復合計値 (Qf=LQ*=2LQ),

s分含有率 S は 1%として算出
(S02 1 kg/day=0.0146 Nm刃hr)

表ー12に示す。港ー港航路の各々の航路全長から排出

される S02の往路・復路合計値 Q!は，表ー12の対

角線（ダッシシュ：一印を結ぶ直線）に関して互に対

称の位置にある 2つの数値を加え合わせたもの，すな

わち Q*に航路長 Lを乗じて得られる。計算結果を，

港ー第 2海堡航路の場合の結果と一緒にまとめて図ー4

に示す。

(222) 

表ー12 港ー港航路における航路別線煙源強度Q
(Nm3/hr/mile) 

〗\＼り」横浜 l 川崎 l 東京 l 千葉 l 木更津
横須賀 0.010 0.000 0.002 0.003 0.002 

横 浜 0.067 0.067 0.072 0.041 

J 11 崎 0.065 0.071 0.110 0.088 

東 凩， 0.058 0.060 0.061 0.040 

千 1不9 ゼ9 0.056 0.084 0.057 0.016 

木更津 0.045 0.091 0.052 0.031 

合計 0.24 0.30 0.25 0.28 0.19 

（注） S分含有率 s=1%,

Qはタンカーと貨物船とからの合計値

〗:／s＿ノ。t.,,.0).... ：ロ
Daini-Kai ho 

図—4 航路別 S仇排出鼠 Q! (Nm3/hr) 

港ー第2海堡航路についての Q!の和＝62

港ー港航路についての Q!の和 ＝17 

合計 ＝79 

（注） （ ）内の値は 1マイル当りの排出量

（線煙源強度）。排出量はすべて往路

・復路合計値。 S分含有率 s=l%。

港ー港航踏の煙源強度の算出法は，以上でみてきた

ょうに，やや複雑でかつ近似的なものであるが，これ

により，環境濃度への寄与率についての見当をつける

ことができる。例として，横浜港についてみると，図ー

4 より，港ー港航路の線湮源強度を各航路にわたって

和をとれば， 0.13+0.12+0.13+0.09=0.47となり，

これを港ー第 2海堡航路の 1.53に加えれば2.0とな

るので，港ー港航路からの寄与率§は全航路の寄与

率の (0.47+ 2.0) X 100=24%である。

3.6 3章の考察とまとめ

航走時の船舶から排出される S02の量を，文献1),2),3)



の中の基礎データ用いて算出する手法とそれを使って

行った計算結果とを述べてきた。

この手法において，間題となる点は， 1千総トン以

上の船舶は，すべて港ー第2海堡航路をとると近似し

たことであろう。この点を少し調べるために， 3千総

トン以上の船舶はすべて港ー湾口航路をとると仮定し

て同様の計算を行ってみた。結果は，港ー港航路の線

煙源強度が 10%程度増すのみであり， 1~3千の辺り

では境い目になる総トン数の値に殆ど影響されないこ

とが示された。したがって，さらに精度を要するとき

は， 2-グループでなく多ーグループとすること， すな

わち，表ー3を総トン数別に実態調査で求めることが

必要となる。

次に，ここで示した手法では，文献1),2),3)の手法と

異なり，主機，補助ボイラ，ディーゼル発電機，ある

いは補機などの容鼠，負荷を細かく分けて，大量のデ

ータ処理をすることはしないで，船舶明細書に記載さ

れている船 1隻当りの燃料消費量（主機，補機合計）

を用いていることが間題とされよう。そこで，この手

法の妥当性を調べる意味で，航路全長からの排ガス量

を航路端である港別に合計した結果を，上述の文献の

結果と比較して図ー5に示す。ただし，文献1)の計算

では，本報の計算と同じ<s分含有率を 1%としてい
るが， 港ー港航路を無視（しかし， 港ー第 2海堡航

路に含めている）して得られたものであるので，厳密

には比較はできないものである。また，文献2)では，

゜
10 

Q~-I (Nm3/hr) 
20 30 

゜
1000 (kg/day) 2000 

0じ ロ
YOKOHAMA 

ロ—ーや--0

KAl~ASAKI 

TOKYO 

ロ。
CHIBA 

KISARAZU 

ロ——→

図—5 航路別 S02排出量 Q!の港別集計値 Qf,2
の比較（△印；文献叫 G;文献2),0；本
報）

（注） 港ー港航路に対しては，図ー4に示す

値を 2で除して集計した。 s=l%。
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S分含有率を計算式に含ませないで，実測値から決め

た標準排出 S02濃度を用いているので， S分合有率

の相当値は明らかではない（標準濃度の決め方からす

ると，恐らく 0.7%前後と推定される）。したがって，

図ー5の比較には， 多少の曖昧さがあるが， この比較

からみた限りでは，本報の手法は，上述の 2つの手法

に劣らない精度を有する簡便法であるといえよう。

以上の結果は，大掴みな推論を進めてきた本報の近

似的な処方からすれば予想外のことである。しかし，

更に遡れば，ある程度想像されたことでもある。それ

は，大小様々の船舶が，絡み合った航路を動き廻る動

態の実態調査では，かなりのデータ補完作業が必要で

あろうからである。

本章の計算結果の中から，特徴的なものを横浜港に

ついてまとめると次のようである。

(1) 1000 (3000)総トン以上の船舶はすべて港一

第 2海堡航路に就くと近似すると， 999(2999) 

総トン以下の船舶でこの航路に就く船舶の相対

的度数は 27(31)％前後である（表ー5)。

(2) 排ガス羅への寄与の大きな船型は， 夕‘ノカ

ーの場合 1.000~3,000総トン及び 10,000~

100,000総トソで，貨物船の場合 3,000~

10,000総トソである（表ー10)。

(3) 横浜港ー湾口航路では，貨物船の方がタソカ

ーより寄与率が大きいが，川崎一湾口航路では

逆に夕‘ノカーの方が大きい（表ー11)。

(4) 横浜港では，港ー港航路からの排ガス量と全

航路からの排ガス鼠との比が，他の港の場合と

比べて小さい（図ー4)。

4. 入出港時の船舶からの S02排出量

入出港時の船舶から排出される S02の量は，機関

負荷率の変動につれて変わるので，排出鼠の評価は航

走時のそれよりこみ入っている。しかしながら，幸い，

岸壁に近いところほど負荷率が低く，また，負荷率が

変動する区間の長さは，せいぜい 3マイル程度である

ので，ある程度の単純化が許される。

4.1 負荷率の変動モード

負荷率の変動モード（主機出力の変化の仕方）につ

いては文献2),7)に報告がある。変動のモードは，港と

船型によって異なることが示されているが，総トン数

の函数としての平均的な変動モードは示されていな

ぃ。そこで，以下では，文献2)fこ示されている変動モ

ードの数例をもとにして作成した負荷変動モードのモ

(223) 
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C9 
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(b) S02 line-source strength 

図ー6 出力運転モード (a)及び SO2線煙源強度

Q* (b)と岸壁からの距離 lとの関係

（注） s=1%,/bay=l。

デル（図—6-a) について述べる。

図—6-(a) の燃料消費率変動モードの考え方は次のよ

うである。まず，入出港時の岸壁からの距離を l, 負

荷率 100％のときの燃料消費量を W100,推進用動力

以外の目的で消費される燃料鼠を w,,,,岸壁からの距

離が lのところでの燃料消費鼠を w(l)書き，次式を

仮定する。

w(l)= /8bayF(l)(w100-W心＋Wh,, (18) 

W炉＝O.lW100, （ホテルロード）． （19) 

/bay=l.O （湾内減速係数）

上の 3つの式から， w(l)=w1oo(O.9F(l)+O. l)が得ら

れる。湾内での Full出カレベルは負荷率 85%であ

る（殆どディーゼル船なので）から， F(l)=0.85のと

であるが，この出カレベルで航走する区間は十分に短

いので，燃料消費量を多めに見積って ‘‘Slow’' とし

ても差しつかえないからである。また， hを定義する

表式の中の 5500という値は，上述の図の横軸（総ト

ン数 t)を 5500総トソという墓本尺度で無次元化す

ると， F がほぼ 1本の階段函数で表されるという経

験に甚くものである。同様に 0.45という指数も経験

的なものに過ぎない。

図-6-(a)に示した負荷変動モードの概形は下に凸

（例えば伊のグラフ）となっているが，これは東京湾

周辺の港についていえることで，一般には必ずしも下

に凸ではない（例えば tl/6のグラフ）7)。

4.2 煙源強度計算式と計算例

岸壁から距離 lマイルの点での燃料消費鼠 w(l)は，

4.1で述べたところにより，

w(l)=Wss(l.04F(l)+0.116) 

で与えられる。 W85Vま ‘‘Full"運転時 (F(l)=0.85)

の燃料消費鼠であるから，（12)及び (13)式と同じ

式で与えられる。入出港時に対しては，港ー港航路と

港ー第海堡航路との区別をしないことにすれば，入出

港時の線煙強度 Qは，表ー8に対応する次式によって

与えられる。

夕‘ノカーの場合；

Qj= { 
f砂，1NjSj

I匹 t,2NjSj

貨物船の場合；

Qj= 1 f砕，1知（tjく10り，（22)
{f砂，2NjSj (lj：：：：：10り，（23)

ただし， /R=l.04F(l)+0.116 (24) 

(tjく10り，

(tjこ10り，

(20) 

(21) 

きの w(l)をW85とかくと， w(l)=Wss(l.04F(l)+0.116) JRしま図ー6-(a)によって，また， qは (14),(15), 

とかける。 F(l)は，階段函数で，文献2)の表 VII-8に (16)及び (17)式によって与えられる。また， tjは

示された値： 0.85(Full), 0.52 (S/B Full (S/BはStand j番目の総トン数階級の階級値である。

byの略記））， 0.106 (Half), 0. 053 (Slow)及び 0.036 図ー6-(a)の負荷変動モードのモデルを横浜港に適用

(Dead Slow)をとるものとする。 lとFとの函数関係 して，岸壁近くの航路長 1マイル当りの S切排出量

には総トン数tがパラメータとして入ってくるので， （往復合計） Q*を算出した結果を図ー6-(b)に示す。

多くのデータが欲しいところであるが，本報では，文 岸壁から lマイルまでの区間からの SO2排出鼠 Qf

献2)の限られた枚数の図を璽ねて函数関係を推定し は， Q*を図ー6-(b)の上で数値的に積分して求められ

た。図—6-(a) はその結果である。この図の特徴は，す る。結果を表ー13に示す。

べての船が ‘‘Slow’'で岸壁を離れ， l=lt三(t/5500)0・45 4. 3 4章のまとめ

マイルのところで “Half"に負荷を上げ， l=2ltマイ 本報では， 2.1節において，東京湾内の航路の末端

ルのところで “S/BFull"に，そして， l=3ltマイル を図ー1に示したように決めてあるので，どの港につ

のところで “Full’'に負荷を上げることである。 いてみても，航路末端から岸壁までの距離は 3マイル

なお，ここで “Slow’'で岸壁を離れるとした理由 程度で，長くても 4マイル以内である。よって，入出

は，実際には船は “DeadSlow"で岸壁を離れるわけ 港時の S02排出鼠は表ー13により 2.8Nm3/hr程度

(224) 



表 13 入出港時の S02排出最 Qfの計算例

岸壁からの距離 l(mile) ¥ S02排出量Qf(Nm3/hr) 

0.25 0.08 

0.50 0.17 

0.75 0.32 

1.00 0.51 

1.50 0.97 

2.0 1. 5 1 

3.0 2.77 

4.0 4.16 

6.0 7.35 

（注） 入港隻数は表ー2の横浜港の欄による。

＊は往復合計値を示す。 s=1%

で，せいぜい 4.2Nm3/hrである。ただし，これらの

値は S分含有率 s=l.0% の場合のものである。 S

=1.3%としてみても，その値は後述（5．章）の停泊

時の S02排出鼠の僅か数パーセ‘ノト（横浜港の例で

は， 3~4%)でしかない。

他方，入出港時の航路は港口から複数箇の岸壁まで

の間に広がっているので，煙源分布を与えるためには

詳しいデータが必要で，扱いは簡箪ではない。

上述の 2点に鑑み，入出港時の船舶からの S02排

出最は後述（5.章）の停泊時の S02排出量に加算す

る扱いが妥当と考えられる。この扱いでは，環境濃度

は，煙突高などにもよるが，一般に高めに評価される

とみてよい。

5. 停泊時の船舶からの S02排出量

停泊時の船舶は，航走中の船舶と異なり，一般に市

街地に近いところに存在しているので， S02排出最の

評価は航走時や入出港時に対する評価よりも高い精度

のものであることが望まれる。しかし，現在，入手で

きる資料によれば，停泊時の煙源データは，停泊時に
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側にではなく，事象そのものの側にあるのかも矧れな

い。事象の本質がそのようなものであるならば，実態

調査の試行回数を増すとか，調査時期，期間を変える

とか，いずれにせよ，過去の調査規模を大幅に上回る

調査が必要ということになる。これでは，かなり厄介

な事態となるので，ここで，今までの調査とは異なる

見方で S02排出量を評価するような手法について検

討してみるのも有益であろう。

そこで，本章では，夕‘ノカーの揚油に要する動力か

ら燃料消費鼠を求め，これから荷役時間を推定するな

どの方法で，従来の基礎データのバラッキに対拠する

手法を試みる。参考のため，数値計算の結果を附す。

5.1 港内全域からの S02排出量の計算式

停泊中の船舶の機関運転状態には荷役時と非荷役時

との二つの運転状態がある。従って， S伍排出最 Q

は船種別・運転状態別に算出した排出量 (4項）の和

として，次式で与えられる（各項は（2)式と同型）。

Q=Q。，叶Qf,t+Q。,c+Qぴ (25) 

ここで，

Q。,t=3.0x10-5昂T。,tWo,tSo,t, (26) 

Qf,t=3.0x I0-5NtTf,tWf,tSf,t, (27) 

Qo,c=3.0x 10-5応T。,cWo,cSo,c, (28) 

Q1,c=3.0 X 1Q-5昂T1,cWJ,cSf,c, (29) 

ただし，

Q;  港内全域からの S02排出鼠 (Nm刃hr)

N;  年間入港隻数（隻/y)

T。； 荷役時間 (hr)

Tf; 非荷役時間

Wo; 荷役時燃料消費鼠 (ton/day)

Wが非荷役時 ，＇ 

So ; 荷役時燃料喧油S分合有率（小数表示）

Sf; 非荷役時 ，＇ 

派字 t ; 夕‘ノカー

c; 貨物船

ついて最も著しい差違がみられる。これらのデータ 例： T。,t; タンカーの荷役時間

は，いろいろの船種・船型の船舶において荷役時用あ (26) ~ (29)式の中の N は表ー18に，また， Sは

るいは非荷役時用の動力源として使われる主機や各種 表ー7に与えられている。 Tは次の 5.2節で与えられ

の補機類などの複雑な運転モードを実態調査して得た るものである。 W は船舶明細書に記載されているデー

ものである。したがって，これらの基礎データはすベ 夕を用いて求められる。明細書から無作為に取り出し

て貴重なものであるが，これを補完する過程において たデータをグラフにかくと図ー7,8のようになるの

はある程度の曖昧さが混入し，出カデータの中には， で， W は近似的に次の式で与えられる（表ー18-(a)参

なお，検討を要するものもあり得ると思われる。ある 照）。

いは，停泊中の船舶からの排ガス鼠というものは，本 荷役時：

来，大きなバラッキのあるもので，原因は実態調査の タンカー； Wo,t=9.2(f/l0り (30) 

(225) 
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5.2 荷役時間及び非荷役時間

荷役時間 T。と非荷役時間 TIは S伍排出鼠を与

える (25)~ (29)式の中に積の形で合まれているので，
重要な因子である。しかし，現状では，図ー9-(a)及び

(b)に示すように文献によって 3倍くらいの違いがあ
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る。このような基本的なデータに大きな差違がある原

因は，訪船調査の時期，期間あるいは事象そのものの

中に潜んでいるのであろうが，推測の域を出ない。

そこで，本報では，訪船調査によるデータの集収と

は対照的に，荷油を揚げるのに要する仕事鼠から燃料

消費量，すなわち，（26)式の左辺を算出し，右辺の

T。,tを右辺の W の函数として解くことを試みる。

5.2.1 揚油時の機関運転方式とエネルギ勘定

荷油ポンプは，タービン船，ディーゼル船のいずれ

においても，一般に蒸気タービン駆動のものが圧倒的

に多く使われている。クラッチを介してのディーゼル

主機駆動方式は代案として考えられてはいるが，わが

国ではあまり実績がない5)。

.tex= I 3.4 %排気放熱損失

＾ さg 
fcl=31.7% ..... 冷却損失

‘--：’ 

Peco=l 2.7%排ガスエコノマイザ蒸気

P=42.2<1i BHP(制動馬力）
ーヽ
1ト

． 
(a) ディーゼルタンカー航走時

（
求

0

0
 I
)

囀
却
淀
坦
蕊
誌
f

爪

}

石

lbl=30.7%ポイラ損失

且＝3.2%{ 雑用蒸気，バラストポンプ，
給水ポンプターピン出力

l cd= 5 8.0 %復水器損失

幻＝ 8.1%荷油ポンプ出力

図—10

(b) 

ディーゼル・タンカーのエネルギ勘定

（文献叫こ拠って作成）

ディーゼルタンカー荷役時

蒸気は，タービン船では主ボイラ及び補助ボイラか

ら，また，ディーゼル船では補助ボイラから供給され

るが，ボイラの容凪は普通はタンク洗浄に必要な大餓

の熱鼠から決まるので，主ボイラと補助ボイラとは共

に揚油の目的には余裕のあるものとなっている。ボイ

ラで発生した蒸気の大部分は荷油ポンプの駆動用ター

ビンに供給されるが，効率が極めて低く 10%前後で

ある。残りの 90%は復水器損失として海水に捨てら

れる（この低効率である点は，今日，省エネルギの観

点から指摘されているところであるが，実態としては，

プラントの簡素化，取扱いの確実性，簡便性などに重

点が置かれていることと 1航海当り十数時間程度の短

時間であることとの 2つの理由によってエネルギ損失

は顧みられていない）8）。

図ー10-(b)にディーゼル・タンカーにおける揚油時

（常に補助ボイラ使用）のニネルギー勘定の典型的な例

を示す（図ー10-(a)は航走時の勘定）。図ー10_（b)にお

いて荷油ポンプの効率刀tを刀t= lOOpcp/(Pcv+lca) 

=100pepI(100-lbt-Pりで表すと刀t=l2.3(％）とな

る。（このように，刀tは現状では非常に低いレベルに

留まっているので，将来は省エネルギーの観点からよ

りも，むしろ，公古防止の観点から検討されることも

あり得よう）。

5.2.2 揚油量と燃料消費量との関係

比重鼠 rの液体を高さ H の所まで流鼠 Gで押し
上げ続けるに要する動力 P は，次式で与えられる。

P =lOOrGH/(75刀p) (34) 

ただし， P; メートル馬力 (PS)

r ; 比重鼠 (kg/l)〔水のとき 1kg/l〕

G; 流量 (l/sec)

H; 全揚程 (m)

加； ボソプの効率（％）

(34)式をタソカーの揚油の間題に応用して次式を得る

（動力を熱鼠単位で，時間を日 (day)箪位で書く）。

P = 235 WcargH;切cp (35) 

揚油に要する荷油ボソプ動力 (kcal/

day) 

H ; 揚程 (m)

Wcarg; 1日当りの揚油鼠 (ton/day)

刀ep ； 荷油ボ‘／プ効率（％）

他方，荷油ボンプ動力 P(kcal/day)は燃料消費鼠，

重油発熱量及び有効熱鼠百分率 Pepなどを用いて次式

で与えることもできる。

P = lOpcpqfuel Wruel, 

ただし， p

(36) 
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ただし，

Pcp=100-lbi-lcd-Pん （図ー10-(b)参照） （37) 

Wruel; 燃料重油消費量 (ton/day)

Qfuel ; 燃料重油の発熱鼠 (kcal/kg)

如 ； ボイラ損失（％）

l叫 ； 復水器損失（％）

Pa ； 雑用蒸気，バラスト・ボンプ及び給水ポ

ンプのタービン出力が占める百分率

(35)及び (36)式より，次式を得る。

揚油鼠 Wcarg 刀cpP沼 fuel
燃料消費鼠― ＝ Wruel 23.5H 

(38) 

5.2.3 荷役時間及び非荷役時間の推定

(38)式のWruelに (30)式の Wを代入すれば，分

子の Wcargは総トン数 tトンの夕‘ノカーにおいて 1

日当りに揚油される荷油の重量 (ton/day)を与える。

よって， 1隻のタンカーに積まれている荷油の鼠を

Wshipと書けば，荷役時間 T。,tは， Wship/Wcarg(day) 

となる。 T。,tを hr単位で表せば，

T。,t= 24 Wship/ Wcarg (39) 

Wshipは載貨重鼠 tDwから食料，飲料水，燃料など

を差し引いたものであるが，近似的に

Wship=O. 9tDw 

で与えられる9)。（30)~ (40)式より
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(40) 

T。,tWrue1= 508HtDW (41) 
刀cpPc凶fuel

を得る。 (41)式は本報の手法の特徴を端的に表して

いる式で， T。,tと Wruelとの積が tvwに比例するこ

と，すなわち， T。，tが Wruelに見合って算出される

ことを示している。 tDWは船舶明細書のデータをもと

にして書いた図ー11により，

tDw= t 1. 6t(t/10り~00.60~
l.6t(t/l0り一0.09

(t26000) 
(42) 

(1000 S:: t < 6000) 

図ー11 タンカーの載荷重量トン数 tDw対総トソ

数 tの比と総トン数 tとの関係

で与えられる。 Wruelは近似的に (30)式で与えられ

るとすると，（41)及び (42)式より，

T。,t=主 10%t/10り°・063H (hr) (/~6000) (43) 
刀cpPc辺fuel

を得る。 (38), (43)式に含まれる H,Pcpなどは次の

ようにして求められる。

全揚程 H は文献lO) (649ページ）によれば 85~

120m, また，文献S) (662~665ページ）によれば，

表ー14に示すように 100~150mという実績値が示さ

れている。このように H の値にはかなりの幅がある

が，ここでは上下端の平均をとって， H=l20m とす

る。

Pcpはポ‘イラと荷油ポヽノプの実績値をもとに求め

る。そのために，まず，ボイラ損失如についてみる

と，主ボイラの場合，高発熱晟甚準でボイラ効率が一

般に 88~91%（文献叫 615ページ）ぐらいになって

いるので，如＝10.5%とする。補助ボイラの場合は，

高効率が必ずしも得策でないという理由で，ボイラ効

率が低く，低発鼠基準で 70~80%程度となっている

（文献叫 545ページ）ので，燃料消費鼠の多い側，す

なわちボイラ損失の多い側をとって hi=30% とす

る。

表ー14 荷油ボソフ゜用タービン要目

メーカー，型式 A I B I C 

要目 CVT 41 I CVD 21 I RE-600 I RM-600 I RT-600 I EN-116 I ENR-125 

出 力 (PS) 2400 1530 2300 2050 4350 750 3600 

蒸気圧力 (kg/cmり 57 14.5 25 15 60 52 14.5 

蒸気温度 (°C) 340 199 378 飽和 430 320 飽和

ボンプ全揚程 (m) 150 100 150 127 150 

蒸気消費量 (ton/h) 19 15 26 22.5 25 8 29 

（注） 文献叫こよる。
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表-15 荷油ボンプ用タービ‘ノの出力と燃料油発熱菫との比

A B C 

-CVT 411 CVD 21 RE-600 I RM-600 I R T-600 EN-116 JENR-125 

夕 ビ、ノ船

゜ ゜ ゜゜用 途
ディーゼル船

゜ ゜ ゜刀t
タービン出力 X100 (%) 

タービン流入エネルギ
11.2 10.0 7.6 8.9 14.5 8.6 12.2 10.5 

タービン出力 X100 (%) 

燃料油発熱鼠
10.2 9.1 6.9 8.1 13.2 7.8 11.0 9.5 

（注） タービン出力は熱の仕事当鼠を用いて熱量に換算した。

雑用蒸気などに使われる熱量の百分率 p,,,は図ー10-

(b)に示されているように，一般に 3~4%程度に計

画されているようであるから凡＝3.5とする。

荷油ボ‘ノプ・タービ‘ノの実績値は，文献5)によれば

表ー15のようである。タービンの出力をタービ‘ノに流

入する蒸気のエネルギ（エソタルビx流鼠）で除した

値（効率）を刀tと書くと，刀tは表ー14の値を用いて

求められ，表ー15に示すような値になる。刀tの平均値

は11%（ボンプ出力 2400PS以上の平均 13%,2400 

PS以下の平均 9%）である。他方， 図ー10-(b)を使

って刀tと書くと刀t=100popl(100-lbl-P心となるの

で，この式に刀t=ll,lbi=l0.5（主ボイラ）， lbl=30

（補助ボイラ），凡＝3.5を代入して， Pop=9.5（主ボ

イラ）， Pop=7.3（補助ボイラ）を得る。なお，いは，

上の値に対応して，（37)式より， 76.5（主ボイラ）及

び 57.2（補助ボイラ）となる。ここで求めた Pop（補

助ボイラ）＝7.3%は図40_(b)の Pop=8.1% より

1割程小さいが，その理由は，小型の荷油ポンプを合

めたためと考えられる（刀t=13%（大型）とすれば，

Pop=8.6%）。したがって， ここでは， ボソプの容量

別台数が間題となるが，台数についての度数分布のデ

ータは見当らないので，上記の 8.1%と 7.3%とを

参考として，単純に平均をとり Pcp=7.7%とする。

荷油ボ‘／プの効率刀cpは，文献lO)(642ページ）及

び文献5)(699ページ）によれば 80~84％であるので，

刀op=82%とする。

qruelは，表ー6-(b)により qruel= 1. 03 X 104 kcal/kg 

である。

以上において求めた値；

H=120m, 刀cp=82%, Pop=7. 7%, 

qruel = 1. 03 X 104 kcal/kg 

を (38), (43)式に代入し，次式を得る。

燃料消費鼠＝揚油鼠／2300 (38)' 

T。,t=16(t/10りo.o6s (hr) (44) 
(44)式を t2104の範囲で図に表すと，図ー9-(a)の

実線のようである。 t<l04の範囲の折線は，文献1),2) 

を参考にして引いたものである（表ー18-(a)参照）。

貨物船の場合はタンカーの場合と異なり，実際の積

荷の誠と総トン数との相関，陸上荷役施設への依存

度，ウインチの負荷変動などの船種・船型によって変

わる婆因と実際の使用情況とに大きく左右される（文

献1),2)及び文献5)158ページ）。そこで，本恨では，文

献1),2) fこ報告されている荷役時間とタンカーのケース

とを参考にして，貨物船の荷役時間を図ー9-(b)の実

線のように推定する。

非荷役時間 Tf,t（タンカー）及び Tf,c（貨物船）

についても，文献により，かなりの羞違がある。およ

その範囲を示せば，

社＝非荷役時間／荷役時間と書いて，

rT= ｛°.6~ ［゚ （タンカー），

1.0 1.2 （貨物船），

である 1),2)。ただし，非荷役時間中は荷役機械の負荷

率を 0%，また，荷役時間中は負荷率を定格値である

とみなす。このように，現状では，基本的なデータに

ついても相当の違いがあるが，違いの原因，由来は明

かでない。よって，本報では，上述のデータを参考に

して，非荷役時間は，タンカーの場合には荷役時間の

半分，貨物船の場合には荷役時間に等しいとおく。す

なわち，

T1,t=0.5T。,t (45) 

Tf,c=T。,C (46) 

と推定する。
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5.3 停泊時の燃料重油のS分含有率

荷役時及び非荷役時に使われる燃料重油の S分合有

率は船種，船型によって異なる。

まず， タンカーについてみると， 図ー3に示すよう

に 10万総トン以上の船型では，タービン主機を用い

ているので主ボイラ 2缶，または主ボイラと大容嵐の

補助ボイラ各 1缶を備えている。従って，停泊中に使

用する重油は表ー6-(a)により C重油である。 4.4で

述べたところにより，燃料用重油の S分含有率の推定

上述の区分に対応して，次のようになる ((31),(33)式

参照）。

貨物船の停泊時燃料消費菫 (ton/day)

発電機用ディーゼル機関；

WG,o,o= Wo,o-W f,o 

=3.2(!/10り°・5-1.4(t/10り0.6 (47) 

補助ボイラ；

WB,a,c=Wf,c=1.4(t/10り°・6 (48) 

5.4 数値計算例と 5章のまとめ

値を表ー7-(a)のようにとれば， 10万総トン以上の船 以上では，現在入手できる資料にいくつかの関連資

型の場合の硫黄含有率は 2.8%である。 6万～10万 料を加味するとともに，従来の方法と異る方法を援用

総トンの船型の場合には， 図ー3に示すように， ター することによって停泊中の船舶からの S02排出鼠を

ビン主機のものとディーゼル主機のものとがある。デ 推定する手法について述べた。精度をさらに上げるた

ィーゼル主機のタンカーは補助ボイラを備えていて， めには，改めて次の諸量についてより豊富な統計デー

これを荷油ポソフ゜タービン用の蒸気源として揚油を行 夕を得る必要がある。荷油ポソプの全揚程 (H)，荷油

う。したがって，停泊中に使用する重油の種類は，表ー ポンプの容鼠別台数 (Pepの算出のため），非荷役時

6-(a)により C重油であり，硫黄合有率はタービン主 間，貨物船の荷役時間， S分合有率。なお，本章では，

機の場合と同じで 2.8%である。 6万総トン未満の夕 算式の複雑化と入カデータの曖昧さとを避けるため，

ンカーはすべてディーゼル主機のものであるが， 3000 ディーゼル発電機を補助ボイラで置き変えて重油の種

総トン以上の夕‘ノカーでは C重油を， 3000総トン未 類を指定している（貨物船の非荷役時）が，これは，

満の夕‘ノカーでは B重油または A 重油を用いる（表— S分含有率を高めに評価することになっている。

6-(a)）。 B重油は予熱を要するものであるから小型船 本章で示した諸式又は推定法を用いて求めた諸量の

舶で使われることは少ないと考えられる。また，小型 値をまとめて表ー18に示す。

船舶ほど，ディーゼル発電機の重油使用量が相対的に 表ー19は，表ー18をイソプットとして，横浜港にお

多くなるので，平均的には，かなり A重油に近い重油 ける年間の燃料消費量と S02排出量とを算出した結

を使用していると考えてよいであろう。このような事 果である。この結果は，文献1)に示されている結果と

情から，本報では 1000~3000総トソのタンカーでは 比べて，燃料消費量について約 35%, S伍排出量に

A重油と B重油を 50%ずつ使うと考えて， S含有率 ついて約 17%少ないがインプットや算出法の違いか

を(l.3+2.2)/2=1.7％とする。また， 1000総トソ未 らすれば，互にかなりよく一致しているといえる。

満の船舶ではA重油のみを使うとし， 1.3%とする。 誤差の評価については，次報において述べる予定で

次に，貨物船についてみると，荷役機械（デリック， あるが，本報の計算方式及びインプットに合まれる誤

ウインチ）はディーゼル発電機から供給される電力を 差から推測すれば，表ー19の結果には土50%くらい

使って仕事をする。従って，補助ボイラは燃料油の加 の誤差があるとみるのが妥当である。ところで，図ー5,

熱，給湯，暖房等の雑用蒸気を供給するためのもので， 表ー13及び表ー19の比較からわかるように，停泊時の

小容鼠のものになっている。ディーゼル発電機は，実 S02排出鼠は航走時及び入出港時のそれと比べて圧倒

質上荷役時にのみ使われ，補助ボイラは全停泊時間を 的に大きい。したがって，本報で示した排出量の評価

通じて使われるので，貨物船の場合には，ディーゼル 法の誤差も土50%程度とみることができる。

発電機稼動時（荷役中）と補助ボイラ稼動時（停泊中） 上の述べて来た結果は，本章の初めに述べた推測の

とに区分して，重油の種類を与えるのが便利である。 一つ，すなわち，停泊中の多種多数の船舶から排出さ

ディーゼル発電機は表ー6-(a)に示すようにA重油を れる S02 の総量は，本来，大きなばらつきを有する

用いるので，使用重油の S分合有率は 1.3％とする。 ものかも知れない，という推測に対して否定的であ

補助ボイラ用の重油はタソカーの補助ボイラ用の重油 る。つまり，もう一つの推測，すなわち，データの補

と同じ s分合有率のものとする。以上をまとめて表ー 完に問題のあることを示唆している。したがって，現

18-(a)の第 8,9欄に示す。なお，燃料消費量 W は 在までに行われた実態調査を第 1段階のものと位置づ

(230) 



けし，次の段階では，データ補完の必要性を最小限に

するような，本格的な実態調査の実施されることが望

まれる。

6. 煙突及び排ガス

船舶の煙突は，発電所の煙突より遥かに低いもので

あるが，放出した煙に働く浮力は， S02の着地濃度を

かなり下げる効果を持つものと考えられる。船の煙突

の機能は，甲板上の排ガス濃度の低減や煙突防止を目

的としたものであるから，設計パラメータの値は陸上

の煙突のそれと大幅に異なるので，多少，検討を要す

るものである。以下では，煙突の形状，高さ，排ガス

温度，流速等について行った文献調査の結果と考察に

ついて述べる。

6.1 煙突の形状と構造

船舶の煙突の形状には形態美，所属会社の識別（フ

ァンネル・マーク）， 馬力誇示など， 煙害防止とは次

元の異なる因子が重視されてきた。昔の船は，煙突が

高く，本数も偽煙突を含めると合計 4本のものもあっ

たが，ディーゼル化と重油だきボイラーの高性能化と

を経た今日では，煙突は低く，本数も多くとも 2本と

なり，かつ，煙のダウ‘ノ・ウォッシング（舞下り）の

防止を考慮したスマートなものとなった22)。

図ー12に煙突の典形的な側面形状と水平断面形状を

示す叫煙突の外筒（化粧煙突）の前面の傾斜は煙の

吹上げ速度を増す効果が相当あるが，後面の傾斜は美

喜

気流分岐点

図—12 煙突の典型的な形状，構造。ただし，内

筒 1本の場合（文献町こよる）
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観のみで性能に与える影響は少ない。頂面の傾斜は外

観美のためであるが，傾斜角が 5゚ を越えると，気流

を乱して煙の巻返しを生じる。内筒（煙路）の高さが，

この乱流域に影響される場合には，外筒頂面の前部寄

りに内筒を立てるのが有利とされている。水平断面

は，外筒背面の負圧によって生じるダウン・ウォッシ

ングを小さくする形状が望ましい。内筒先端は，外筒

の上方に突出ており，ダウン・ウォッシングを誘起し

ないように配慮されている％

以上でみてきたように，船舶の煙突には，公害への

配慮は確かにないのであるが，ダウン・ウォッシ‘ノグ

への配慮は一応なされている。そこで，本報では陸上

煙突の場合にならって，煙の運動量や煙に働く浮力を

含んだ，煙の上昇高を算出する式を適用することにす

る。これは，一つの近似ではあるが，上昇高の計算式

そのものの精度も決して高くはない現状では，許容限

界内にある近似と考えられる。

6.2 煙突の実体高

煙突は船橋楼（ブリッジ）の後方近くに置かれるの

が普通である。船の航走中は船橋の背後に乱流域がで

きるので，船上での煙害を防ぐようになっている。陸

上の居住地に対する汚染防止の観点からすると，煙突

の実体高は海面から測った煙の放出点の高さとされ

る。この高さは船の載貨状態（満載，空など）によっ

て大型船舶では O~lOm ぐらい変わるので， 本報で

は， S02の着地濃度を高めに評価する意味で，禍載吃

水線から放出点までの高さを煙突実体高とする。

煙突実体高を 3つの文献11),12),13)の中にある図面か

ら調べてみると，図-13のようである。この図からわ

かるように，煙突の実体高 H(m)は総トン数 tの函

数として，近似的に，

20 

10 

図ー13 煙突実体高 H 及び船の全長 L と総トソ

数 tとの関係

（注） H は謁載吃水線から煙突端までの
高さ， L は垂直間長

(231) 
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H=20(t/10り°・28 (49) 

で与えられる。

船の全長 L(m)と H との間には，およそ，

H=:=L/7 (L=l50(t/l0り°・8) (50) 

の関係がある。

6.3 排ガスの温度，容積及び熱量

6.3.1 主ポイラの場合

ボイラの排気ガス温度はポイラの特性曲線による

が，主ボイラでは，高性能化が進んでいて排ガス温度

（ボイラ出口）は 200°c前後といわれている。ボイラ

出口と煙突との中間に排ガスの熱を利用する熱交換器

を置く場合，あるいは高性能化を極度に追求した設計

の場合には，煙突出口の排ガス温度は更に低くなる

が，あまり温度を下げると，排ガス中の水蒸気が凝結

して亜硫酸ガスを溶解して亜硫酸となり，煙路を腐食

する。そのため，排ガスの許容最低温度は， C重油の

場合， 130°C程度とされている 5)。従って，主ボイラ

の場合には，排ガスの煙突出口温度は 130~200°Cの

範囲にあるとみられるが，ここでは，浮力による煙の

上昇高さを低めに見積る意味で， 130°Cとする。

排ガスの容積は，次のようにして求められる。理論

空気量 L叩 (Nm3/kgOil)は，次式で与えられる。

L。v=8.89C+26.7(H-0/8)+3.33S (51) 
ただし， C,H,0及び Sは，それぞれ，重油 1kg中

に含まれる炭素，水素，酸素及び硫黄の量(kg/kgOil) 

である。理論空気量を重鼠で表わして Low(kg/kg Oil) 

とかき，空気比を m と書けば，排ガスの重量 Gw

(kg/kg Oil)は次式で与えられる。

Cw= mLow+ l (52) 

ただし， Lowは空気の比重量を 1.29kg/Nm8とすれ

ば l.29L。。で与えられる。排ガス容積 Gv(kg/mりは，

Gwを排ガスの比重鼠 r(kg/mりで除して得られる。

なお，空気比 m は主ボイラでは 1.05~1.10くらい

である。

C=0.840, H=0.122, S=0.028, 0=0.010, m 

=1.05とすると， L。v=l0.8,Low=l3.9, Gw=l5.6 

となる。排ガス中の各成分の重鼠 (kg/kgOil)を化学

記号そのもので表せば， C02=3.08,几〇＝1.10,S02 

=0.06, N2=l0. 74, Air=O. 70となるので 130°C,1 

気圧における排ガスの比重量rは0.87になる。よっ
て，排ガス容積 Gvは 17.9 (m3/kg Oil, 130°C, 1気

圧）である。

排ガス熱量 QH(cal/sec)は，排力｀ス熱損失率 lg(％）

と燃料消費量 w (ton/day)， 燃料重油の高発熱鼠 H11,

(232) 

(kcal/kg Oil)及び燃焼効率町（％）を用いて次式で

与えられる。

Qn=ム空竺ム
864 
(cal/sec) (53) 

ここで， W は，（12),(30)または (32)式によって与

えられるものである。 Haは Dulongの式として知ら

れている次式；

H11,=8100C+34200(H-0/8)+2500S (54) 

によって算出することもできるが，この式は燃料中の

化合物の生成熱を除き切っていないために，高めの

Haを与えるので，ここでは，実測値を用いることに

し， A重油のとき H11,=l0700,C重油のとき Ha=l0400

とおくことにする。刀J は事実上 100である。 lgは，

主ボイラの場合， 100-（ボイラ効率）一（ボイラ壁など

からの放射放熱等による損失）によって与えられ，8%

程度とされている。 lgの近似値は次式によって求めら

れる。

lg=l04｛砂（(}g)-in（ル））G切，n}／（碍）（55)
n, 

ここで，

H,,, ； 燃料重油の高発熱量 (kcal/kgOil) 

布 ； 燃料効率

% ； 排ガス温度 (°C)

0a ； ボイラ入口空気温度 (°C)(30°C前後）

ん ； 排ガス中の n番目の成分のエンタルビ

(kcal/kg) 

G切，n; 排ガス中の n番目の成分の重鼠 (kg/kg

Oil)（例えば， CO2のとき Gw,n=3.08,

Airのとき G切，n=O.70) 

以上の計算の入力及び出力をまとめて表ー16の第 2

欄に示す。

6.3.2 補助ポイラの場合

補助ボイラは，高性能化よりも他の因子が優先され

てきたので，排ガス温度は高くてかつ広い範囲に散ら

ばっていて， 270~420°Cとされてきた鸞しかし，近

年， 大型補助ボイラでは排ガス温度は 300°C前後で

比較的低いといわれている。特に水管ボイラでは高性

能力が相当進んでいて，温度は 200~250°Cといわれ

ている。本報では，煙の上昇高を低めに評価する意味

で排ガス温度を低めにとり，水管ボイラ以外の補助ボ

イラでは 300°C,水管ボイラでは 200°cとする。

排ガス熱損失等については，まず，水管ボイラ以外

の補助ボイラの場合，空気比 m は 1.5くらいであ

り，排ガス温度 300°Cに対応する排ガス熱損失率 lg



表-16 排ガスの温度，容積，熱損失率等の計算

値及び入カデータ

補助ボイラ ディーゼル

主ボイラ
非水管式水管式

2サイ 4サイ
クル クル

()(J 130 300 200 200 350 

m 1.05 1.5 1.2 3.5 2.5 

Cp 0.26 0.26 0.26 0.25 0.25 

r 0.87 0.61 0.74 0.73 0.56 

Cw 15.6 21.9 17.7 49.5 35.8 

G。 17.9 36.0 24.0 68.5 64.2 
lg 8.0 20.7 13.6 25.3 32.7 

（注） ％； 煙突出口の排ガス温度 (oc)

m;  空気比

Cp ; 100°C~Ou°Cにおける排ガスの平

均比熱 (kcal/kg/°C,1気庄）

r ; 0gocにおける排ガスの比重量 (kg/

mり
Cw; 菫油 1kgの燃焼によって生じる排

ガスの重量 (kg/kgOil) 

Gv; 排ガス容積＝Gw/r(m3/kg Oil, at 

0u°C) 

lg ； 排ガス熱損失率（％，高発熱量基準）
（ボイラには C重油，ディーゼル機関には

A重油を使用するとした。）

は (55)式から 20.7(％）と算出される。排ガス容積

らは空気比 m=l.5に対応して 68(m3/kg Oil, 300°C, 

1気圧）となり，また，排ガス熱鼠 Qnは lu=20.7 

を (53)式に代入して求められる。

次に，水管式の補助ボイラについては， m=l.2,排

ガス温度 200°cとして，同様の計算を行い， lu,Gv, 

及び Qnが求められる。

以上の計算の入力及び出力をまとめて表ー16の第 3

及び 4欄に示す。
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炉 400卜：◇｝4-cycle (geored) 
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2-cycle 
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P (BHP/ cylinder) 

図ー14 ディーゼル機関の排気ガス温度（集合管

内温度） 0と出力 P（シリンダ当り）と
の関係（文献5)のデータをもとに作成）

（注） 0，△等の印はメーカーが異なる
ことを示す。

スエコノマイザに導かれる。

排ガスエコノマイザ出口の排ガス温度は 200°c前

後といわれているが，出口蒸気の庄力と飽和温度とか

ら，およその値を推定することができる。実績例によ

ると，排ガスエコノマイザ出口蒸気庄力は 4~10(kg/ 

cmりであり叫これに対応する飽和蒸気温度は図ー15

1ao1 0 0 

゜ 0 0 

P ---. 1601 ゜ ゜
0 0 

0 140 1 ゜

120 

100 

゜
5 10 15 20 25x103 

P (PS) 

図ー15 排ガス・エコノマイザの発生蒸気の飽和

温度 0と出機出力 P との関係

6.3.3 ディーゼル機関で排ガスエコノマイザのあ に示すように 140~180°Cである。蒸気と排ガスとの

る場合 間には少なくとも数十度Cの温度差があるものと考え

ディーゼル主機の常用出力が 3000BHP（総トン数 られるので，排ガス温度は 190~230°Cの範囲にある

はおよそ 3000 トン）以上のディーゼル船は殆どが排 と推定される。 この結果は，さきに述べた 200°cと

ガスエコノマイザ（蒸気を発生させるものは排ガスボ いう値を裏付けているので，本報では， 3000総トソ

イラとも称する）を備えている 5)。ディーゼル機関で 以上のディーゼル船が航走時に煙突から排出するガス

は，排気弁を出た排ガスは集合管内に集められる。集 の温度は 200°cとすることにする。入出港時には，

合管内の排気ガスの温度は図ー14に示すように，大形 排ガスエコ Jマイザは稼動されたり，されなかったり

低速ディーゼル (2サイクル）の場合 300~350°C, する。稼動されない場合はディーゼル主機排気ガス

中形ギャードディーゼル (4サイクル）の場合 350~ 集合管内の温度（大型で 300~350°C, 中型で 350~

460°Cの範囲にある。排気ガスは，過給機を経て排ガ 460℃)から過給機内及び煙道内での温度降下分（合

(233) 
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わせて 50°C前後）を差引いたものが煙突から排出さ

れる排気ガスの温度となる。

排ガス重鼠 Cw(kg/kg Oil)は，馬力当りの排ガス放

出率 GP(kg/BHP /hr)及び燃料消費率 be(gr/BHP/hr) 

を用いて，次式から算出される。

Gw=lOOOGp/be (56) 

Gpの実績値を文献5)から拾ってグラフに描くと図ー16
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図ー16 ディーゼル機関の馬力当りの排ガス量Gp

とシリンダ当りの馬力 P との関係

（注） 0，△等の印はメーカーが異なる
ことを示す。

のようであり， 2サイクル・ディーゼルの場合の平均

値は 8.3 (kg/BHP /hr)となっている。他方， beの実

績値は同じく文献叫こよると， 2サイクル， 4サイク

ルいずれの場合も 150~160 (gr/BHP/hr)の間に入っ

ている。 be=150~160という値は beの最小値（燃料

消費率が最小となる理想的な状態）であると考えられ

るので，実際の運転条件下では beは 5%程度大きい

と仮定し， be=l65とおく。 Gp=8.3,be=l65として

Cwを算出すれば， Cw=50 (kg/kg Oil)となる。

理論空気菫 L。w(kg/kg Oil)，空気比 m及び排ガス
重量 Cwの間には，（52)式の関係があるので，この

式で Low=13. 9 (kg/kg Oil)とおけば， Gw=50に対

応して， m=3.5が得られる。このとき，排気ガスの

容積 Goは 68(m刃kgOil, 200°C, 1気圧），排ガス

熱損失率 lgは 25%になる。排ガス熱鼠 Q五は lg

=25を(53)式に代入して得られる。以上の計算の入

力及び出力をまとめて表ー16の第 5欄に示した。

6.3.4 ディーゼル機関で排ガスエコノマイザのな

い場合

総トン数 3000 トン未満の船舶に搭載されるディー

ゼル主機は，およそ 3000BHP未満の中・小形ギャー

ドディーゼル (4サイクル）であるので，このクラス

の船舶には排ガスエコノマイザはないものとみなすこ

(234) 

とにする。集合管内の排ガス温度は図ー14に示すよう

に， 350~460°C（平均 400°C)となっているので，こ

の温度から， 過給機での温度降下分 (50°C前後）を

差引いて， 350℃を煙突から出る排気ガスの温度推定

値とする。

馬力当りの排ガス重量 Gpは図ー16より，およそ

6. 5 (kg/BHP /hr)である。燃料消費率 beは2サイク

ルと同程度であるので 165(gr/BHP/hr)とおくと，消

費燃料油重量当りの排ガス重量 G” は (56)式によ

り， 36(kg/kg Oil)となる。このとき，空気比 m は

(52)式により2.5,排ガス容績 Gvは 64(m刃kgOil, 

3so0c, 1気圧），排ガス熱損失率 lgは 33%になる。

以上の計算の入力及び出力をまとめて表ー16の第 6

欄に示した。

6.4 排ガス吐出速度及び煙突内筒内径

煙の有効上昇高さを与える計算式はいろいろある

が，式の中に排ガス流速と煙突内筒内径を含むものが

多い。内筒内径を決定する仕方はまちまちであるとさ

れているが叫標準的な仕方は見当らない。内筒内径

及び排ガス吐出速度の具体的な値は文献1)に数例，報

告されているが，他方文献叫こよれば，実績値として，

主ボイラの場合の吐出速度 15~20m/sec,補助ボイラ

の場合 10~15m/secの値が示されている。これらの

文献によるデータを比べると，かなりの相違があり，

煙害防止と送風機の性能とのにらみ合せ様によって，

吐出速度はまちまちになるようである。

そこで，以下では，上述のデータを参考にして，総

トン数の函数としての吐出速度及び内筒内径を算出す

るためのモデルを考え，上述のデータとの比較を試み

る。

まず，煙路の断面積に流速を掛けたものは流鼠に等

しいので，次の式が成立つ。

冗(D/2)初＝1.16X 10-2らW

ただし， D; 内筒内径 (m)

V ; 吐出速度（煙路流速に等しいとする）

Gv； 排ガス容積 (m3/kgOil)（表ー20参照）

w;  船の燃料重油使用輩 (ton/day)((12)式

(57) 

等参照）

他方，煙の噴流としての吹上げ高さ L/Hjetは，近似

的に次式の形に書けることが知られている。

L1Hjet= C1VD/ Ui。
ただし， C1 ; const. 

V ; 吐出速度 (m/sec)

u。； 風速 (m/sec)

(58) 



船上での煙害を起さない条件として， 4Hjetと船の

全長 L(m) との比が総トン数によらないと仮定する

と，

vD=c2L c公 const. (59) 

が得られる。 Lは (50)式により 150(t/40り°・3 と与え

られている。

(57), (59)式から D を消去すれば，総トン数 tの

面数として V の函数型は次式のように決まる。

'lrC抒L2
(60) V= 

4. 6 X l0-2GvW 

D は (59),(60)式により，次式で与えられる。

c2L 4.6 x 10→Gvw 
D= ＝ (61) 
v 1rc2L 

ここで， C2 は (59)式の条件だけでは決まらない定数

であるので， 1万総トンの船の煙突内筒内径が文献1)

のデータに合うように選ぶことにする。 Gv,L，及び W

に，それぞれ，表ー16, (50)及び (12),(13), (30) ~ 
(33)式によって与えられている値及び式を代入する

と， V と D とは次の形に書かれる。

V=V1oooo(t/lOり叫， D=D1oooo(t/l0り叫D'

表ー17に V10000,mv, D10000及び mDの値を示す。

タンカー（タービ‘1/)

表ー17

V10000 
(m/sec) 

m。 D10000 
(m) mD 

航走時（主ボ） 10 -0.15 0.82 0.45 

荷役時（主ボ）＊ 3.6 0.1 0.82 0.45 

非荷役時（主ボ）＊ 1.2 0.05 0.82 0.45 

タンカー（ディーゼル）

航走時（主D) 22 -0.15 1. 10 0.45 

荷役時（補ボ） 15 -0.40 0.57 0.70 

非荷役時（補ボ）＊ 4.9 -0.45 0.57 0.70 

貨物船

航走時（主D) 19 -0.15 1.10 0.45 

荷役時（発D) 12 0.10 0.50 0.20 

非荷役時（発D)* 5.3 0.20 0.50 0.20 

（注） 主ボ；主ボイラ，補ボ；補助ボイラ，主D;

主ディーゼル，発D;発電機用ディーゼル

（主ディーゼル用煙路と異なる煙路を使う

とする）

＊印は，当該欄の D の値がその上欄の D

の値と同じと考えられるので，その上欄の

D を (57)式に代入してを求めたことを示
す。
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図ー17 煙突内筒内径 D と総トン数 tとの関係

ここで求めた煙突内筒内径Dを文献1)のデータと比

べると図ー17のようになり，領向はよく一致している

ことがわかる。他方，煙の吐出速度は文献1)のデータ

の2倍くらいの値となる。その原因の一つとして，

(60), (61)式の W に主機・補機合計の燃料消費量を

代入していることも考えられるが，これだけでは互に

2倍も異なること①説明には不十分であるので，今後

の課題としておく。

7. 大気拡散の解析手法の特徴と

濃度評価の実際

大気拡散の解析手法は化学プラソトや火力または原

子力発電所，自動車などの排出ガスによる地域的なス

ケールの汚染から火山灰や核爆発に伴う放射性物質な

どによる大陸的なスケールの汚染までを対象として進

歩してきた。したがって，それは，一見，極めて広い

適用範囲を有するもののように思われるのであるが，

これを船舶排ガスの拡散解析へ実際に応用しようとす

ると，少なからず戸惑うところがある。そこで，本章

では，既成のいろいろの解析手法の特徴を概観し，ぁ

わせて，理論面及び実用面での最近の動向に簡単に触

れ，既成手法を船舶排ガスの拡散解析へ応用する際の

全般的な背景を整理し，解析コードの作成と隈度の計

算結果の解釈とに備えることにする。

7.1 いろいろの解析手法の特徴

大気拡散の解析手法には大別して，次の二つの手法

がある。

(1) Fick型の拡散方程式の数値解法（兄分法と

ボックス法）

(2) プルーム（煙流）またはバッフ（煙塊）を重

合（屯靡）する法

(235) 
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7.1.1 差分法

差分法では，拡散係数 K(Kx,Kv,Kz)を外から与え

て，熱伝導方程式を解くときのような仕方で数値解を

求める。メッシュの箇数は 3次元問題の場合，少くと

も数千必要である。この手法では，同時に速度ボテソ

シャル¢中の数値解を求めて風速場 u(u,v, w)を導

き，これと組合せて濃度分布を求めるのが普通である。

最近，風のシャーを考慮できる手法として，速度ポテ‘./

シャル係数 k(kx,kv, kz)を導入し，次式によって風

速を求める方法が Lantzらによって開発されている。

u=k 
蒻蒻蒻
X aの , v=kv~, w=kz ay'az 

計算に要する時間は，電算機で 10分程度と報告され

ている。この方法では， Pasquillの拡散パラメータと

の対応も一応つけられているが，対応の改善になおー

工夫を要するものと考えられる。

差分法の長所は，いろいろの境界条件（地表形状，

建物）に適合できることとスケール効果を適切に配慮

すれば，広域汚染にも局所汚染にも適用できることと

にある。その反面，短所として，濃度の時間的変化を

追い切れない（電算機の記憶容量，処理速度などの制

限による）ことやスケール効果を考慮するための一般

的処法で確立されていないことの短所がある。

なお，差分法である程度広域的な汚染間題を解くと

き，点煙源を置いた場合には，点煙源の近くの濃度は，

当然のことながら，実際より低めに算出される（極端

にメッシュを細かにとれば別であるが）。

7.1.2 ポックス法

ボックス法は動特性解析でいえば分布定数系の扱い

に類似した手法で，濃度の空間分布については比較的

粗いメッシュとしておき，その代り時間メッシュを細

かくして，漂度の経時変化を詳しく追跡するのに適し

たモデがル用いられる。空間は，地表の凹凸に合せて

比較的大きなボックス（箱）を積重ねた形にモデル化

され，ボックス間に汚染質の交換係数（拡散係数に相

当する）を導入する。

ボックス法の長所は，天気予恨と糾合せて，濃度予

測をするなど，大まかな特徴を要領よく，素早く出力

できることにある。

ボックス法を後述のプルーム法と糾合せて，大気の

乱れが強くかつ多くの低煙突のある大気混合層の下層

域に対してはボックス法を，他方，大気の乱れが比較

的定常でかつ煙突の本数の少い上層域に対してはプル

ーム法を，それぞれを用いるという手法も開発されて

(236) 

いる。

7.1.3 プルーム法

プルーム（煙流の時間平均）を用いる手法は，米国

などで K—理論とも呼ばれる理論に基づくもので，こ

の手法では，拡散方程式の解の基本的な特徴を記述で

きるような拡散式（濃度分布の函数型）を近似基礎方

程式を用いて解析的に求め，これを乱流の統計的理論

から示唆される拡散係数あるいは濃度分布の広がり幅

と結びつけて，単一煙源からの寄与を算出し，煙源，風

向風速頻度，大気安定度出現頻度について重合する。

このように， K-理論と乱流の統計的理論とを結合した

ものが，いわゆる大気拡散の理論で，ここでは，大気

安定度，風向変動幅，地表粗度，有効煙突高，時間稀

釈または現象のスケールの函数数としての拡散係数な

どが対象とされる。

実用に供されている拡散式は基礎となる方程式と境

界条件の課し方の違いとによって，いろいろの式ある

いは流儀が提唱されており，それぞれに合った拡散パ

ラメータが用意されている。代表的なものとしては，

Pasquill法 (Meade,英国気象局，または Pasquill-

Gifford法とも呼ばれる）と坂上法とを挙げることが

できる。しかし，現状では，こうした代表的な方法の

間には，基本的な相違があり，濃度の計算値も図ー18,

10 
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図ー18 Pasquill法によって求めたi農度 C と風下
距離ェとの関係（点状煙源の場合。拡散

バラメータは文献20)による）



1.0 
9--..、

Sokogomi's Formula 
----;H=IOm ―;50m 
ー--; 150m 
Q = I kg/day ノ—...、、

%-I 
Oi iw,m u = Im/sec Y = 0 m 

a.IQ 

u 

1 630.I 

図ー19 坂上法によって求めた濃度 Cと風下距離

”との関係（点状煙源の場合。拡散パラメ

ータは文献17)による。ただし，A=qA{<pAX

+exp(-<pAの）ー1} とする）

19からわかるようにある程度互にずれたものとなっ

ており，手法の標準化は今後の課題とされている。こ

のような，さまざまの流儀が存在しうるのは，恐らく，

次のような事情によるものと考えられている。

(1) 煙の拡散特性は，われわれが日常の目視経験

をもとに描いている煙の挙動，すなわち，平均

的には煙軸の周りにガウス分布をとるであろう

という直観に大雑把には合致している。

(2) 大抵の場合，地表濃度だけを記述できればよ

いので，鉛直方向分布の実測値との突合せは実

用上重嬰ではない（r-線被喝線量を対象とする

ときは別であるが）， すなわち， 拡散式の函数

咽に諜する条件が弱いので，拡散式の中にいわ

ば一つ余分なパラメータあるいは曖昧さが残さ

れている。このパラメータを調節すれば，地表

濃度の実測値と計算値とはある程度一致させる

ことができる。

(2)のような観点からみると，坂上式は，鉛直方向

分布の曖昧さを函数型の中から除去した型となってお

り，本質的な特性を表現ないし指摘した拡散式となっ

ている 14)。坂上式の鉛直方向分布型は，ガウス型では

なくベッセル函数を合んだものとなっているため，拡

散式を出発点としていろいろの理論解析を進める上

で，困難を伴うものであるが，バッフの重畳間題など
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では解析解がいくつか示されており 15),16)，今後，大型

高速電子計算機を駆使した実用面での進展が期待され

る。

7.1.4 パッフ法

バッフ（放出されてから一定時間経た煙塊サンプル

の平均）を用いる手法では， Turner の手法が専ら実

用に供されている。 Turnerの図表は， Pasquillの図表

と同様に風速階級と日射強度階級との枠組の中で大気

安定度を与えている。パッフ法によれば，プルーム

は，煙源から刻々放出されてから時間経過とともに広

がっていくバックを重畳したものとして表現されるの

で，バックの広がりの標準偏差 <J'V9 <Jzは時間の函数

として表される。 Turner図表の特徴は， その風速の

第 1及び第 2階級が Pasquill法でははっきり規定して

ない無風または静穏時に対応しているので，無風時の

濃度を算出できることである。ただし，無風時といわ

れる状態には微風速計でも計れないほどに風が弱い状

態 (u< 0. 3 m/ sec)と微風で風向が不安定な状態 (u
= 0. 4 ~ 1. 0 m/ sec)とがあるので，これら 2つの状態
の出現頻度を地域毎に知るか，あるいは，その地域で

の実測濃度のパターソを最もよく再現できるような

りと (Jz とを選定しなければならない。

今日用いられている標準的な手法では，有風時 (u

> 1 m/sec) に対して Pasquill のプルーム法を，無風
時 (uS:lm/sec)に対して Turnerのパッフ法を用い

ている。無風時の気象データが乏しくて風配図の静

穏 (calm)出現頻度しか入手できない場合には， この

頻度を有風時の風向別出現頻度に比例して各方位に配

分するのが普通である。

7.2 実用的手法の動向

実用性の観点から最近の傾向をみると， Pasquill法

が広く各国で用いられるようになってきている。その

理由は，この手法がGauss型の分布函数を採用してい

てパラメータの意味がわかり易いことのほか，大気安

定度を与える図表も風速と日射屈（冥屎）という地上

で観測できる屎を用いて作られていることと簡便さの

割に豊富な理論的埜礎と多くの実験データを踏まえて

いるためといわれている。

他方，坂上法についてみると，初期の論文の中では

拡散パラメータは Suttonのように風下距離 X のべき

乗の形でりえられていたが，後の論文では独自の安定

度の導入と合せて拡散バラメータも Taylorの乱流理

論に基づく形式に改められ，今日ではパラメータの値

も表の形で示されており，実用の使が図られている。

(237) 



64 

坂上の安定度と Pasquillの安定度との対応もつけられ

ており，坂上法の実用化は Pasquill法の実用化を追う

位相で進められている。

7.3 濃度評価の実際的技法

以上では，大気拡散の理論が Fick型の拡散方程式

と乱流の統計理論とを結合させた形で構成されてい

て，これに実用的な図表を組込むことによって拡散

解析の実用的手法が作られてきたことを述べた。しか

しながら，現状では， こうした実用的手法の適用範

囲には限界があり，環境汚染評価や予測の目的で特

定地域についての濃度分布を電子計算機を用いて数値

的に再現しようとする際には， なお，ーエ夫を要す

る。

そこで，評価の実際では，対象とする地域の中の数

十箇所における濃度実測値の全体的なバターンを最も

よく数値的に再現できるような数箇のパラメータの値

の1セットを見出すための技法が開発されている。こ

のようなパラメータとしては，拡散幅 (Jm(Jz,バック

グラウ‘ノド QB,風速，大気安定度，それに時間稀釈

係数などがある。この技法の立場からすると，拡散式

は一種の拘束条件に過ぎず，濃度分布を求める問題

は，この枠内でパラメータの最適値を探す問題に置き

換えられていることになる。

さて，こうした技法を施した解析結果の例は，地方

自治体の報告書にみることができるが，実測値のパタ

ーソを予想外によく再現しているもののように思われ

る。ここで“予想外”とは，前述の実用的手法をその

適用限界を越えて使っていることなどにも拘らずとい

う素朴な印象を述べたものである。気象・地勢などの

地域特性を含めた大きな不確定さがある中で，ともか

く，数箇のパラメータの操作で実測値のパターンによ

く合致させうるという事実は注目に値する。大気拡散

の理論が，今後，科学としてどのような形で完成する

かを予想するうえでも，上述の事柄は興味あるものと

思われる。

7.4 現時点での科学的濃度評価の限界と展望

以上では，大気拡散の実用的解析手法は一応でき上

っているが，実際の規制に役立てる濃度評価のために

は，パラメータの最適化などの技法が必要であること

を述べてきた。このような科学としては，本来，好ま

れない処方に穎らざるを得ない事情を考寮すれば次の

ようである。

上述の実用的手法と呼ばれる手法は，今日までに得

られた実測値の範囲について体系化されたもので，さ

(238) 

まざまの特殊性を有する特定地域にそのまま適用でき

るところまでは完成されたものではない。本来の適用

範囲を記すと，次のようである。

a. 濃度測定点は遠くても煙源から数 km以内であ

ること，

b. 大地は平坦であること，

c. 試料採集時間は数分から数十分であること，

d. 大気安定度は試料採集中変化しないこと，

e. 風速は安定していて，極端な無風状態でないこ

と。

このように，実用的手法は適用範囲も明確で普通の意

味で科学的であり続けているわけであるが，評価の実

際面では，拡散式やパラメータ図表の提唱者の手を離

れて，一人歩きをせざるを得ないという事情がある。

換言すれば，上述の適用範囲を越えたところでの濃度

の実測費には多額の用がかかるので，大気拡散の科学

は，その発達に不可欠な実験データを十分揃えられず

に足踏みしている 18)のが現状である。とりわけ不可欠

なデータとしては鉛直方向の情報（濃度，風向，風速，

変動幅）が考えられている。他方，理論の原点に立ち

帰って大気の運動方程式などと拡散方程式とを連立さ

せ，これに複雑な地表境界条件を課して解き上げ，理

論の本格的な見直しをする方向の試みがなされてい

る19)。これに呼応して，大気の流れの場の非定常性，

あるいは時間稀釈などの統計論な特性を上述の連立方

程式系と結合させる研究が，再度，展開されるであろ

っ。

7.5 7章のまとめ

以上において大掴みに述べてきたところに若干補足

して，大気拡散の解析手法の全般についてまとめると

図ー20のようである。図の全体構成は，左方に拡散式

の基礎となる方程式を，右方に拡散係数などのバラメ

ータの墓礎づけとなった乱流の統計理論を配してあ

る。この二つを結合したものとして，図の中央上方に

拡散式を，次に，それを実用化したものとして中央下

方に実用的手法を，さらにその下方に濃度評価の実際

的技法を記してある。図の最下方の左右に走る点線

は，このような実際的技法を用いてもなお，汚染解析

シミュレーションによる評価値と実測値との一致が得

られない場合には，不一致の原因がどの方向に存在す

ると予想されているかを示している。この破線を合

めると，図ー20は全体として一つのリボ‘ノ型 ((X)状）

のループをなしているが，これは，大気拡散の研究が

理論の基礎的な観点からも，また，基礎データの蓄積
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という観点からも 2巡目の研究段階に入りつつあるこ

とを示している。

8. 環境濃度の試算例

以上， 2~5章では港湾域における船舶からの S02

排出鼠をマクロ的な観点から算出する一手法につい

て， 6章では濃度計算に必要な煙突及び排ガスに関す

るインプットデータについて，そして 7章ではいろい

ろの拡散解析手法の特徴を述べ，まとめとして，現状

では，科学としての大気拡散の解析法といろいろの地

域特性や不確定要素を多少曖昧なまま処理せざるを得

ない実際の濃度評価の技法との間の隔たりについて述

べてきた。

上述の隔たりは，船舶排ガスの寄与が陸上煙源をも

含めた環境濃度の第 1次近似の程度であるときは，一

応，第 2近似の議論であるとみなすことができるが，

測定点によっては，船舶排ガスの寄与率は第0近似に

おいて扱わなければならない可能性のあることが概算

によって示される。すなわち，船舶からの寄与率は，

その評価誤差を安易に無視できない厄介で微妙な領域

にあると推定される。

微妙な議論においては，更に次のような点が問題と

されよう。

(a)岸壁毎の S02排出量， （b)海・陸風の影響，

(c)拡散式と拡散パラメータの選択，（d)静穏時の拡

散，（e)Lid（不透層），（f）ダウン・ウォッシング，

(g)風速・風向分布のデータ整備，（h)鉛直方向風速

プロフィル， （i)有効煙突高， （j)気流の湾曲，（k)

1000総トン未満の船舶の統計の整備。

これらのうち，特に，（a), (b)および (j)の問題

点は，船舶からの寄与率を推定するうえで重要なもの

であるが，今のところ，決め手となる手法は確立され

ていない。そこで，本研究では，上述の (a)~(k)の

点を可能な限り扱い得る形に計算コードを構成してお

き，上述の間題点については，将来，パラメータ計算

などの形で数値計算を行うことを予定している。

また，第 7章で述べた大気拡散研究の現状調査結果

に基づき，次のような方針で計算コードの作成と環境

濃度の計算値の解釈とを行うことにする。

(a) 解析法は，一応， Pasquil1の手法によるが，

これを唯一の標準的手法であるとは見なさない

で，多種多様な諸手法にも対処できるような形

の計邸コードとする。

(b) i農度の絶対値については，十分に幅を持たせ

(240) 

た解釈に留めなければならない。

(C) 濃度の相対値（空間分布型）は，一応，実相

性を有するものと解釈して差しつかえない。

本報では，上に述べた諸点を念頭に置きつつ，現時

点で椋準的とされている拡散式，パラメータ，有効煙

突高の経験式等を一応適用して環境濃度を算出した 1

例を示す。対象年度は文献1) との比較の便宜上，昭和

49年度とし，対象地点は，神奈川県庁と横浜市神奈区

総合庁舎とした。計算コード（名称； PORTPLUME-

78) とインプットの概要及びアウトプットを以下に示

す。

〔計算コード〕

(a) ゾーン 東京湾を図ー21に示すように，大き

く9つのゾーンに分け，横浜市に近いゾーンほど，

その中のメッシュを細かくとる（最小メッシュは

東西方向の 1辺 566m,T{'J北方向の 1辺 462m,

南北方向の辺，すなわち，経緯度法の 1/2kmメ

ッシュ）。煙源強度はメッシュ毎に与える。

(b) ブロック ゾーソとは独立に東京湾を 9つの

プロックに分ける。風配図等の気象データはブロ

ック毎に与える。

(C) 船型クラス 総トン数を 9つのクラスに分け

る。

(d) 拡散式 プルームを全方位にわたって重合す

る（本例では Pasquillの拡散式をもとにして扇形

（セクター）のプルームを作り， 16方位にわたっ

て重合）

(e) 拡散パラメータ 環境庁大気保全局の総鼠規

制マニュアル20)に記されている Pasquill-Gifford

のパラメータによる。

(f) 有効煙突高の算式 経験式を用いる（本例で

は CONCAWE式を採用）

〔インプット〕

(a) 船種船型別データ 第 2~6章に述べた方法

によって求めた表ー16,17,18,19による（ただし，

表＿18,19は港または東京湾全域についてのもの

で，メッシュ別のものではない）。

(b) メッシュ別の煙源データ 運輸省港湾局の資

料をもとにして求めたメッシュ別データから，煙

源の相対的な空間分布を求める（ただし，このデ

ータは船種船型別のものではない）。この相対的

空間分布に表ー19に示された港別・船種船型別の

S02排出鼠を乗じてメッシュ別・船種別・船型別

の煙源強度を算出する。
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図ー21 東京湾内の煙源のゾーン及びメッシュ分割

(C) 気象データ 風配図は図ー22に示すものとす

る。風速は 3m/sec,大気安定度は Pasquillの分

W I I I（呼ぶ'l(1 | E W I I l(；u」'ぶ）） I I E 

S z=25m 

(a) 神奈川区総合庁舎 (b) 神奈川県庁

図ー22 試算で用いた風配図と測定局の標高 Z
（文献21)に拠る）

類による C型とする。

(d) i農度評価の対象地点の標高 図ー22に示す。

(e) 船種の扱い タソカーと貨物船とを平均した

仮想的な船種を考えることにより計算を簡略化す

ることもできる（本例では，この方法によった）。

［アウトプット］

表ー20に計算結果を示す。表の縦欄は船型別の，横

欄はゾーン別の S02排出鼠 (ppb)を示す。

さて，計算結果（表ー20)によると，神奈川県庁にお

ける年平均 S02濃度は 6.9ppb,神奈川区総合庁舎に

おけるそれは 2.5ppbとなっている。しかしながら，

この結果の解釈については，前章までに述べてきたよ

(241) 
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表ー18 年間入港隻数（横浜港，昭． 49), 1隻当り燃料消費鼠，荷役時間等，

燃料重油の S分含有率及び排ガス熱損失率

(a) 停

夕‘ノカー

泊 時

.
J
-
1
2
3
4
5
6
7
8
9
 

N 

24 
131 
231 
333 ， 
67 
2946 
4497 
15410 

t/104 

14.140 
7.750 
4.240 
1.730 
0.775 
0.424 
0.173 
0.071 
0.022 

Wo,t 

130.0 
71.3 
38.9 
15.9 
7.1 
3.9 
1.6 
0.7 
0.2 

Wf,t 

37.2 
21.0 
11.8 
5.1 
2.3 
1. 3 
0.6 
0.2 
0.1 

T。,t
18.90 
18.20 
17.50 
16.70 
11.80 
11.00 
10.10 
6.70 
2.10 

Tf,t 

9.50 
9.10 
8.60 
8.40 
5.90 
5.50 
5.10 
3.40 
1.10 

t
8
8
8
8
8
8
7
3
3
 

，
 

0
 

.

.

.

.

.

.

.

.

 

.
 

S
2
2
2
2
2
2
1
1
1
 

4
8
8
8
8
8
8
7
3
3
 

••••••••• 2
2
2
2
2
2
1
1
1
 

f
 
s
 

l g,o,t 

8.0 
10.8 
13.6 
13.6 
23.2 
23.2 
26.7 
32.7 
32.7 

lg,f,t 

8.0 
10.8 
13.6 
26.7 
26.7 
26.7 
26.7 
32.7 
32.7 

貨 物 船

.
J
-
1
2
3
4
5
6
7
8
9
 

N 

0
9
7
8
4
9
8
5
7
 

3
5
3
0
2
4
5
 

1
5
8
1
0
9
3
 

2
2
2
3
2
8
 

3
 

t/104 

14.140 
7.750 
4.240 
1.730 
0.775 
0.424 
0.173 
0.071 
0.025 

WB,a,c 

6.9 
4.8 
3.3 
2.0 
1. 2 
0.8 
0.5 
0.3 
0.1 

WG,o,c 

5.2 
4.1 
3.3 
2.3 
1. 6 
1. 2 
0.8 
0.6 
0.3 

Ta,c 

61.40 
59.20 
57.00 
53.80 
37.00 
34.80 
31.80 
21.40 
6.60 

T。,C
30.70 
29.60 
28.50 
26.90 
18.50 
17.40 
15.90 
10.70 
3.30 

SB,a,c 

2.8 
2.8 
2.8 
2.8 
2.8 
2.8 
2.2 
1. 3 
1.3 

SG,o,c 

1.3 
1. 3 
1. 3 
1.3 
1. 3 
1.3 
1. 3 
1.3 
1.3 

lg,B,a,c 

20.7 
20.7 
20.7 
20.7 
20.7 
20.7 
20.7 
32.7 
32.7 

lg,G,o,c 

32.7 
32.7 
32.7 
32.7 
32.7 
32.7 
32.7 
32.7 
32.7 

①
―
 

.
J
 

航 走 時

夕 ン＇ 貨 物 船

t/104 w 

力

T10 s
 

lg w T10 s
 

lg 

1 14.140 189.7 0.65 2.8 8.0 167.8 0.67 2.8 8.0 
2 7.750 120.5 0.65 2.2 16.7 106.6 0.67 2.2 16.6 
3 4.240 76.9 0.65 1.5 25.3 68.0 0.67 1 5 25.3 
4 1.730 39.2 0.65 1.5 25.3 34.7 0.67 1. 5 25.3 
5 0.775 21.5 0.79 1.5 25.3 19.0 0.68 1. 5 25.3 
6 0.424 13.7 0.82 1. 5 25.3 12.1 0.73 1. 5 25.3 
7 0.173 7.0 0.87 1. 5 32.7 6.2 0.79 1. 5 32.7 
8 0.071 3.9 0.95 1. 3 32.7 3.2 0.87 1. 3 32.7 ， 0.022 1. 7 1.04 1.3 32.7 1. 5 0.98 1.3 32.7 

〔表ー18中の記号〕
N ; 年間入港隻数
t ; 総トン数階級値
Wo,t ; タンカーの荷役時燃料消費量 (ton/day/隻）

Wf,t ＇， 非荷役時 ，＇ 
T。,t ; II 荷役時間 (hr)

Tf,t ; II 非荷役時間

So,t ; II 荷役時燃料の S分含有率（％）

Sf,t ; /I 非荷役時 ，＇ 

lu,o,t ; ＂ 荷役時排ガス熱損失率（％）
lg,f,t ; II 非荷役時 ，＇ 

WB,a,o ; 貨物船の補助ボイラの停泊時燃料消費量 (ton/day/隻）

WG,o,o ; II 発電用ディーゼル機関の荷役時燃料消費量

Ta,o ; ，， 停泊時間 (hr)

T。̀0 ; II 荷役時間

SB,a,o ; ,， 停泊時の補助ボイラ燃料油の S分含有率（％）

SG,o,o ; ，， 荷役時の発電用ディーゼル機関 ，＇ 

lg,B,a,o; " 補助ボイラの停泊時排ガス熱損矢率（％）

l g,G,o,o ; " 発電用ディーゼル機関の荷役時，＇

Tlo ; 10マイルを航走するに要する時間 (hr)

(242) 
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表ー19 燃料消費総鼠， S02排出総鼠，排ガス熱損失鼠及び有効煙突高（横浜港，昭． 49)

(a) 停泊時

タンカー

j Wo,t ％ Wf,t ％ Wt ％ Q。,t ％ QJ,t ％ Qt ％ 

1 2.46 10.7 0.35 9.9 2.81 10.6 5.45 1 1. 4 0.78 10.7 6.23 1 1. 3 
2 7.08 30.8 1.04 29.4 8.13 30.6 15.71 32.7 2.31 31.6 18.02 32.6 
3 6.55 28.5 0.98 27.5 7.53 28.4 14.53 30.3 2.17 29.6 16.70 30.2 
4 3.68 16.0 0.59 16.6 4.27 16.1 8.17 17.0 1.31 17.8 9.48 17.1 
5 0.03 0.1 0.01 0.1 0.04 0.1 0.07 0.1 0.01 0.2 o.08 0.1 
6 0.12 0.5 0.02 0.6 0.14 0.5 0.26 0.6 0.05 0.6 0.31 0.6 
7 1.97 8.6 0.36 10.0 2.33 8.8 2.65 5.5 0.48 6.6 3.13 5.7 
8 0.82 3.6 0.1s 4.3 0.97 3.7 0.84 1. 8 0.16 2.2 1.00 1.8 ， 0.27 1.2 0.06 1. 6 0.33 1.2 0.28 0.6 0.06 0.8 0.34 0.6 
Total 22.98 100.0 3.55 100.0 26.54 100.0 47.96 100.0 7.32 100.0 55.28 100.0 

i閉物舟廿

j WB,a,o ％ W0,o,c ％ W。 ％ QB,a,c ％ QG,o,c ％ Qc ％ 

1 o. o. o. o. o. o. o. o. o. o. o. o. 
2 0.11 0.4 0.05 0.3 0.15 0.4 0.24 0.5 0.05 0.3 0.28 0.4 
3 1.08 4. 4 0.53 3.2 1.61 3.9 2.40 4.8 0.55 3.2 2.95 4.4 
4 11.18 45.9 6.48 38.9 17.66 43.0 24.80 49.1 6.67 38.9 31.47 46.5 
5 5.24 21 5 3.54 21 3 8.78 21. 4 11.63 23.0 3.64 21 3 15.27 22.6 
6 2 57 10.5 1.90 1 1. 4 4.46 10.9 5.70 11.3 1.95 1 1. 4 7.65 11.3 
7 1.97 8.1 1.69 10.1 3.65 8.9 3.43 6.8 1. 73 10.1 5.16 7.6 
8 0.76 3.1 0.74 4.4 1 50 3.6 0.78 1.6 0.76 4.4 1.54 2 3 ， 1.48 6.1 1. 74 10.5 3.22 7.8 1.52 3.0 1.79 10.5 3.31 4.9 
Total 24.39 100.0 16.65 100.0 41.04 100.0 50.49 100.0 17.14 100.0 67.63 100.0 

.
J
 

（タンカー）＋（貨物船）

w % Q ％ 

タンカー

QH,t L1H1,t 

貨物船 平

Q口，。 LlH1,() QE 

均
^ -

L1H1 

1 2.81 4.2 6.23 5.1 0.890 164.1 0.217 81.0 0.890 164.1 
2 8.28 12.2 18.30 14.9 0.664 141.8 0.156 68.8 0.653 140.6 
3 9.14 13.5 19.65 16.0 0.461 118.1 0.113 58.4 0.394 109.2 
4 21.93 32 5 40.94 33 3 0.326 99.3 0.069 45.8 0.112 58.2 
5 8.82 13.0 15.35 12.5 0.163 70.3 0.045 36.8 0.045 37.0 
6 4.60 6.8 7.96 6.5 0.090 52.1 0.032 31. 2 0.034 32.1 
7 5.98 8.8 8.29 6.7 0.038 34.0 0.020 24.5 0.026 28.1 
8 2.47 3.6 2 54 2.1 0.019 24.1 0.015 21.0 0.016 22.2 ， 3.54 5.2 3.65 3.0 0.006 13.5 0.008 15.2 0.007 15.0 
Total 67.58 100.0 122.92 100.0 

(b) 航走時

タンカー 貨物船 平 均

j I Qn,t H1,t 伽，c H1,c I Qn JH1 

1 1.821 234.8 1.611 220.8 1.821 234.8 
2 2.415 270.4 2 136 254.3 2.398 269.4 
3 2.335 265.9 2.064 250.0 2.238 260.3 
4 1.190 189.8 1.053 178.6 1.070 180.0 
5 0.653 140.6 0.577 132.2 0.577 132.2 
6 0.416 112.2 0.367 105.5 0.369 105.7 
7 0.275 91.2 0.243 85.8 0.260 88.7 
8 0.141 65.4 0.125 61.5 0.135 64.0 ， 0.067 44.9 0.059 42.2 0.061 43.1 
〔表ー19中の記号〕

Wc,t＝タンカーの荷役時燃料消費総鼠 (103ton/y) 

Wf,t= ,， 非荷役時 ，＇ 

Wt= Wc,t+ Wf,t＝タンカーの燃料消費総鼠

WB,a,c＝貨物船の補助ボイラの停泊時燃料消費総鼠

l-VG,o,c= ,， 発電用ディーゼル機閲の II 

We= WB,a,c+ WG,o,c＝貨物船の燃料消費総鼠

Q。,t＝タソカーの荷役時 S仇排出総鼠 (Nm3/hr)
Q1,t= ,， 非荷役時 ，＇ 

Qt=Q。,t十Qf,t＝タンカーの S02排出総凪
QB,a,c＝貨物船の補助ボイラの停泊時S切排出総量

GG,o,c= ,， 発電用ディーゼル機関の ，＇ 

Qo=QB,a,c+QG,o,c＝貨物船の S02排出総鼠

W=Wt+Wo＝停泊時の燃料消費総鼠

Q=Qt十Qc= ,， SO2排叫麟
QH,t＝タンカーの排ガス熱損失量 (10丘al/sec)

Q恥＝貨物船の " 

Qn=S02排出鼠を荷重とした Qn,tと QH,c との

平均

ilH1,t＝夕‘ノカーの煙の上昇高 (m)(CONCAWE式，

風速＝1m/sec) 

L1H1,c＝貨物船の ，＇ 

叫 1=Qnを使って求めた煙の上昇高

(243) 
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表ー20 S02の年平均濃度試算値 (ppb)と内訳（総トン数別・煙源ゾーン別）

(a) 神奈川県庁

I二 Yama- Hon-j 
shita Tsurumi rnoku Negishi 

1 100.0-900.0 o.oo 0.03 0.04 0.01 
2 60.0-100.0 0.03 0.13 0.16 0.02 

3 30.0-60.0 0.06 0.19 0.25 0.03 

4 10.0-30.0 0.40 0.62 0.89 0.07 

5 6.0-10.0 0.28 0.28 0.44 0.03 

6 3.0- 6.0 0.18 0.16 0.25 0.02 

7 1.0- 3.0 0.23 0.17 0.28 0.02 

8 0.5- 1.0 0.09 0.06 0・10 0.01 ， o. -o.s 0.16 0.08 〇.14 0.01 
(ppb) 1.43 1. 72 2.75 0.21 

Total 
(%) 20.8 25.1 37.4 3.1 

(b) 神奈川区総合庁舎

¥t/1000e 、
Ysahmitaa • r r̀ surnm• i Hon-j 

moku 
Negishi 

1 100.0-900.0 o.oo 0.01 0.03 0.01 
2 60.0-100.0 0.02 0.02 0.11 0.02 

3 30.0-60.0 0.03 0.04 0.13 0.02 

4 10.0-30.0 0.10 0.12 0.34 0.05 

5 6.0-10.0 0.05 0.05 0.14 0.02 

6 3.0- 6.0 0.03 0.03 0.08 0.01 

7 1.0- 3.0 0.03 0.03 0.08 0.01 

8 0.5→ 1.0 0.01 0.01 0.03 0.00 ， o. -0.5 0.01 0.02 0.04 0.01 
(ppb) 0.29 0.33 0.98 0.15 

Total 
(%) 1 1. 4 13.3 39.1 6.2 

うに， SO叶非出量の評価誤差，大気拡散の科学として

の完成度等を十分考慮し，幅を持たせた解釈に留めな

ければならないものである。なお，濃度の絶対値につ

いての議論は次報において行う予定であるが，予備的

に行ったパラメータ計算の数例によれば，表ー20の結

果はファクター 2の範囲にわたって容易に変動するも

のとみなければならないものである。

濃度の相対値については，表ー20から比較的明確な

結果を摘出することができ，次のようなことが指摘さ

れる。

(a) 濃度への寄与率の大きい船型は 1~3万総トソ

(244) 

Kawa- TKoko yo WToakny-o 1 WToakny-o 2 WToakny-o 3 
Total 

saki 
(ppb) I (%) 

0.08 o. o.oo o.oo o.oo 0.2 2.4 
0.02 o. 0.01 o.oo o.oo 0.4 5.4 
0.05 0.03 0.01 0.01 oo.o 0.6 9.1 
0.06 0.09 0.03 0.03 0.01 2.2 32.2 

0.01 0.05 0.02 0.02 o.oo 1. 1 16.5 
0.01 o.os 0.01 0.01 o.oo 0.7 10.1 
0.02 0.05 0.02 0.02 o.oo 0.8 11.8 
0.03 0.02 0.01 0.01 o.oo 0.3 4.7 
0.01 0.03 0.05 0.04 0.01 0.5 7.4 

0.29 0.30 0.16 0.14 0.04 6.9 

4.3 4.4 2. 4 2.0 0.6 100 

Kawa ToKko yo WToakny-o 1 WToakny-o 2 WToakny-o 3 
Total 

saki 
(ppb) I (%) 

0.07 o. o.oo o.oo o.oo 0.1 5.0 
0.02 o. o.oo o.oo o.oo 0.2 7.8 
0.05 0.02 o.oo 0.01 o.oo 0.3 12.1 
0.06 0.07 0.02 0.02 0.01 0. 8 31.6 

0.01 0.03 0.01 0.01 o.oo 0.3 13.5 
0.01 0.03 0.01 0.01 o.oo 0.2 8.4 
0.02 0.04 0.01 0.01 o.oo 0.2 9.2 
0.03 0.01 0.01 0.01 o.oo 0.1 4.6 
0.01 0.02 0.03 0.04 0.01 0.2 7.5 

0.28 0.22 0.09 0.12 0.03 2.5 

11.2 8.9 3.7 4.9 1. 4 100 

であり，約 30%を占めている。 6万総トン以上

の船型の寄与率は小さく， 6~10％程度である。

(b) 濃度への寄与率の大きいゾーンは本牧であり，

約 40%を占めている。東京湾を航走中の船舶か

らの寄与率は小さく， 10%程度である。

(C) 本牧ゾーンからの寄与率は神奈川区総合庁舎に

おいても最も大きい。

なお，表ー13及び表ー19より，入出港時の S02排

出鼠は停泊時のそれと比べて，僅か数％に過ぎない

ことがわかる。それ故，ここに示した濃度計算例にお

いては，入出港時の S02排出批を停泊時のそれに加



える近似法でメッシュの煙源強度を求めてある。

9. 結 言

港湾域の船舶から排出される S02の総鼠を評価す

るための単純化した一手法とインプット及び試算例を

示した。本手法の主なる特徴は，その巨視的な扱い方

にある。すなわち，（1)荷油ボソプの為す仕事と荷油

の鼠とから有効揚油時間を決定すること，（2)船舶に

ついての統計的な（あるいは巨視的な）データを広汎

に利用すること，及び (3) 関係官庁等から出される

込み入った（あるいは微視的な）データを編集し直す

こと，の 3点を特徴とする。

また，大気拡散理論についての調査研究を行い，船

舶排ガスの拡散解析への応用を図る目的で，調査結果

をまとめて述べた。

本報に示した手法を横浜港と東京湾に適用して行っ

た濃度計算の結果を要約すると次のようである。

(1) 港高全域の船舶から排出される S02の環境

涼度のうちの大部分 (90%前後）は港内の船舶

によるものである。

(2) 入出港時の船舶の寄与率は僅少（せいぜい

4%）である。

(3) 10,000~29,999総トン階級の船舶の寄仔率は

比較的大きい（約 30%）。

(4) 船舶に依る環境濃度は数 ppmと評価される。

上に示した数値的な結果の解釈について一言つけ加

えると，これらの値に対して，より町確で最終的な認

味づけをするには，更に，誤差評価のような研究が必

要である。本報では，大掴みに巨視的な手法を適用す

るとともに， 今日までに公表された謹資料の中の甚

礎資料を編集し直して活用するという従来の手法とは

異なる手法を用いている。上述の謀数値は，一つの

新しい手法よるに試算結果を研究の現段階で一応取り

まとめて示している点に意義があるとみるべきもので

ある。
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